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はじめに

司法制度改革以降、法曹養成をめぐる議論が活

発化し、法学者の間でも大学における法学教育の

あり方についての議論が盛んになってきている。

その問題意識の中心は、法曹養成と法学部におけ

る法学教育をどのように連動または区別すべきな

のかという視点、すなわち、法科大学院または法

学部の視点からみた分析であるように思われる。

「法律専門職を予定する学生と、それ以外の職種

を予定し、法学教育をのぞむ学生層が増大してき

たのに対する法学教育の担い手の側の対応には一

貫するものがない
1
」という指摘が従来からなさ

れてきたが、それが法科大学院制度の発足を機に

再燃したといえるだろう。その一方で、近年で

は、後述する法教育の動きと相まって、法学者の

間でも初等・中等教育における法教育について考

察しようという動きがみられるようになってきて

いる。もっとも、両者を架橋するような教育、す

なわち、高大接続を意識して、法教育と法学教育

とをシームレスで結びつけるような教育のあり方

を考察しようとする作業は、それほど多くないよ

うに見受けられる。

筆者らはこれまで、共著または単著で、 法

学部に限定せずに 大学における法学教育・憲

法教育に関する論稿を公表してきたが
2
、その問

題意識は、大学における法学教育を実りあるもの

にするためには、高校までの学習で培われた基

礎・土台の上に教育がなされなければならないの

ではないか、ということであった。そして、この

ような「高大接続」という問題意識に鑑みれば、

初等・中等教育レベルにおける法教育の考察も必

要であるように思われる。すなわち、大学教育へ

の接続という視点から、高校までの学習で培われ

るべき、または培うことが可能であろう法的な学

習に関して、法学者の見地から何らかの提言・検

討を行うことも意義があるのではないかと思われ

るのである。

そこで本稿は、筆者らが大学における法学教

育・憲法教育の具体的方法として、「模擬国会」

というロールプレイ方式の教育モデルに着目し、

その実践と開発を試みてきたことを踏まえて
3
、

模擬国会が初等・中等教育において有する教育的

観点からの意義
4
について考察することにしたい

5
。

まず、模擬国会の概要、大学における実践例及

び特徴を紹介する（Ⅰ）。そして、学習指導要領

に照らし、模擬国会が初等・中等教育に対して有

しうる教育的意義を指摘するとともに（Ⅱ）、近

年推進されている法教育との関連での教育的意義

を指摘する（Ⅲ）。最後に、模擬国会を実践する

際のポイントや注意点を示し（Ⅳ）、もって、模

擬国会に対する興味関心を喚起するとともに、そ

の実践に向けた一助としたい。

Ⅰ 模擬国会という試み

１．模擬国会とは何か

模擬国会とは、参加者に国会議員や政府の役割

を割り当て、法案審議を実際の国会の手続に従っ

て体験させる取組みのことである。法教育・法学
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教育の一環として、模擬裁判を実施する例は多い

ようであるが
6
、模擬国会を実施する例はあまり

聞かない
7
。その原因は必ずしも明らかでない

が、法学者であっても国会の議事手続の実際を知

る者があまり多くないこと、法学では伝統的に解

釈学を中心においた学問体系が構築されてきたこ

と、また、実務的関心は専ら裁判所の裁判例や行

政実務に集中し、立法過程への学問的関心が従来

より希薄であったことなどがその理由として推察

される
8
。あるいは、「公平な第三者（裁判官）

が、適正な手続を基盤に、関係当事者の立証と法

的推論に基づく弁論とに依拠して決定するとい

う、純理性の特に強く求められる特殊な参加と決

定過程たるという
9
」特質を備える司法権の担い

手であり、「法原理部門
10
」たる裁判所とは異な

り、「非条理な力関係
11
」のなかにあり、「法律学

でも政治学でも、立法府の規模の大きさは、理性

的な立法にとって、利点よりは妨げとなるという

明確なコンセンサスがある
12
」ため、国会につい

ては、生徒・学生に「模擬」的に体験させるだけ

の価値を見出すことがほとんどできない、という

感覚が存しているのかもしれない
13
。

だが、慶應義塾で明治13年（1880年）に実施さ

れた「議事演習会（議事講習会）
14
」や、明治20

年（1887年）頃から大正期にかけて実施された早

稲田大学の「早稲田模擬国会
15
」のように、議会

制度導入にあたって、舶来物の議会制度を実体験

して、その意義や運営方法を探究する試みは過去

にも存在していた
16
。単なる討論（ディベート）

とは異なり、限られた時間・手続の範囲内で議論

を尽くし、結論を出さなければならないという議

会の特徴を学び、それが民主政治においていかな

る意義を有するのかを主体的に考える契機とし

て、そして、実際の流れに沿って国会審議を追体

験する模擬国会を実施する意義は、現在において

も衰えるものではない。むしろ、多くの児童・生

徒・学生、さらには国民がこうした取組みに参加

することで、議会のあるべき姿を模索することに

もつながるのではないか
17
。

２．大学における模擬国会の実践

以上の認識をもとに筆者らは、大学における法

学教育の一環として、参議院の立法過程を模し
18
、

委員会審査・本会議審議の立法過程を学生たちに

学ばせる取組みを行ってきた
19
（教育効果を発揮

させるために学生の理解度に応じて異なったプロ

グラムを用いている。詳細については後述する。）。

具体的には、筆者の一人が担当する憲法関連科目

の履修者のなかから希望者を募り、模擬国会に向

けた準備作業や調査などのグループワークを授業

外で行わせ、授業中に特に時間を設けて模擬国会

を実施している。また参議院において、小中学生

向けの広報活動の一環として、委員会・本会議で

の法案審議をロールプレイ形式で模擬体験させ、

国会の役割についての理解を深める参加型プログ

ラムが実施されているが
20
、筆者らは、参議院広

報課の協力を得て、毎年、国会見学と併せて同プ

ログラム会場を利用した模擬国会も実施してい

る。普段の授業においては通常の講義を受講して

いる学生が、まさにその授業で得た知識を活用す

る場として、また、さらに理解を深めるための

「能動的学修
21
」として、模擬国会は非常に有用

な教育方法となっているとの実感を得ている
22
。

３．模擬国会の特質

模擬国会とは、「参加者に国会議員や政府の役

割を割り当て、法案審議を実際の国会の手続に

従って体験する取組み」である。ここでその特徴

を整理すると、

襖ロールプレイ形式で主体的に学ぶものであるこ

と、

鴬現実の立法過程に比較的忠実な流れで行い、議

会の意思が形成される過程を学ぶものであるこ

と、

鴎方法論あるいは学びの手法であって、逆にいえ

ば、現実のものであれ架空のものであれ、様々

な内容・テーマの法律案を作成するという学習

に応用可能であること、

という特徴を備えた教育的取組みということがで

きる（以下、特徴襖、鴬、鴎と記す）。

なお、模擬国会自体は、実際に問題となってい

る特定の法案や、そこに含まれる政策に対して賛

否を示すための政治的な運動とは一線を画すべき

ものであることを強調しておきたい。
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Ⅱ 初等・中等教育における模擬国会の教

育的意義――学習指導要領から

先に述べたように、筆者らは大学において模擬

国会を実施し、それなりの教育効果を感じている

ところであるが、模擬国会は、大学以外において

も教育的意義が認められるように思われる。本節

では、初等・中等教育段階において模擬国会が有

する教育的意義について論じることにするが、そ

れにはまず、学習指導要領との関係を見ておく必

要がある。それは、実際の教育現場では、 そ

の良し悪しは別途検討が必要であるが 大学と

は異なり、
・
原

・ ・
則的に学習指導要領に従った教育が

求められるからである
23
。

１．学習指導要領の位置づけ

学習指導要領とは、「教育過程に関する事項

は・・・文部科学大臣が定める」と規定する学校

教育法（小学校は33条、中学校は48条、高等学校

は52条）を根拠に、各学校種について、「教育課

程の基準として文部科学大臣が別に公示す

る・・・学習指導要領によるものとする」と定め

る学校教育法施行規則（52条、中学校は74条、高

等学校は84条）を根拠として、文部科学大臣に

よって出される告示
24
である

25
。

現行の学習指導要領（以下、新学習指導要領と

記す。）は、平成20年（2008年）１月の中央教育

審議会（中教審）答申「幼稚園、小学校、中学

校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等

の改善について
26
」を踏まえて作成されたもので

ある。この新学習指導要領改定についての「基本

的な考え方」は、平成18年（2006年）の教育基本

法の改正とそれを受けた学校教育法の改正を踏ま

えて、①「生きる力
27
」を育成すること、②知識・

技能の習得と思考力・判断力・表現力等の育成の

バランスを重視すること、③道徳教育や体育など

の充実により、豊かな心や健やかな体を育成する

こと、である
28
。そして小中学校の新学習指導要

領は平成20年（2008年）に、高等学校の新学習指

導要領は平成21年（2009年）に公布され、小学校

では平成23年（2011年）度、中学校では平成24年

（2012年）度から、高等学校では一部の先行実施

された教科を除き、平成25年（2013年）度入学生

から年次進行により段階的に実施されている。

さてそれでは、模擬国会を初等・中等教育の授

業のなかで行うとした場合、この新学習指導要領

との関係でどのように位置づけることができるだ

ろうか。

２．内容的関連性

まず、筆者らが大学等において実践してきた模

擬国会が、新学習指導要領において取り扱われる

「内容」に合致するものか否かが問題となる。

この点、特徴鴎で述べたように、模擬国会は特

定内容を教えるというよりはむしろ、方法論・学

びの手法であるということに留意が必要である

が、特徴鴬が示すように、模擬国会は国会につい

て学ぶこと、より具体的には、国会における法律

制定のプロセスを通じて、どのように民意が国政

に反映し、議会の意思が形成されていくのかとい

う「内容」を学習するという特徴も本質として備

えている。そして「国会」について主に学習する

のは、小学校社会、中学校社会（公民的分野）、

高等学校公民科（現代社会、政治・経済）であろ

う。この観点から、「国会」について
・ ・ ・ ・
直接的に

29

言及している新学習指導要領の社会科・公民科の

該当箇所を整理すると、本論文の末尾に掲載した

【表１】のようになる。

３．方法的関連性

模擬国会は、特徴鴎で述べたように、教育「方

法」である。そこで次に、模擬国会が新学習指導

要領の求める教育「方法」といかなる関連性を有

するのかが問題となる。

ここでも、新学習指導要領の社会科・公民科の

記述内容を見てみると、各学校種のいずれにおい

ても、「体験的な活動
30
」が強調されていること

に目が留まる
31
。該当箇所については、本論文の

末尾に掲載した【表２】のとおりであるが、そこ

で強調されている「体験的な活動」と模擬国会の

特徴襖、すなわち、ロールプレイ形式で主体的に

学ぶものであるということとの間に親和性を見て

取ることが可能である。

ロールプレイという学習方法は、学校教育のみ

ならず、新入社員教育など様々な分野で広く用い
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られる教育方法である。ここで、ロールプレイ

は、様々な場面・状況を疑似体験することで、現

実に同様の場面に遭遇したときに適切な対処がで

きるようにするためのものであって、 裁判員

制度が導入され、自分が関わる可能性が飛躍的に

増大した裁判をロールプレイする模擬裁判とは異

なり 将来的に政治家や官僚になる気のない児

童・生徒に模擬国会を体験させても意味がないの

ではないかとの疑問が生じてくるかもしれない。

しかし、ロールプレイは、内部での失敗や体験が

外部には影響を及ぼさないという枠組みを提供す

るものであるとされており
32
、例えばその失敗や

体験は現実には無関係となる、という意義がある

とされる。このような定義を踏まえれば、ロール

プレイを用いることは、こうした現実世界とは隔

離された状況において、現実世界では体験すべき

ではない失敗の機会や、本来その責任の重さから

体験することが難しい職業を体験する機会を提供

することができると考えられる。この意味で、将

来に備えた単なる事前演習と異なる独自の教育的

意義を有するものであるといえよう。

これを模擬国会との関連で言えば、それが社会

科・公民科の授業の一環として行われることとの

関連で有する意義を指摘できる。すなわち、教育

基本法２条が掲げる教育目標のうち、特に「公共

の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、

その発展に寄与する態度を養」うべく（３号）、

「熟慮と討議の民主政（deliberative democracy）33」
が実践されるべき場の代表格である（べき）国会

での討議を追体験することで、日常生活で討議が

必要となる様々な場において経験的にそれらの体

験が活かされることが期待されるのであり、それ

を通じて、学習指導要領が社会科・公民科の「目

的
34
」として掲げる「平和で民主的な国家・社会

の形成者」としての資質を養うことができるので

ある。

例えば、神奈川県の教育活動開発校（シチズン

シップ教育）に指定されている県立湘南台高等学

校では、政治参加教育の実践の一つとして模擬議

会を実施しているが
35
、決して議員になるための

職業訓練ではなく、あくまでも「自立した社会人

を育成する『シチズンシップ教育』
36
」の一環と

しての取組みであるとされる
37
。シチズンシップ

教育と社会科・公民科教育との異同は十分に検討

しなければならない課題であるが
38
、両者の目的

の共通点を踏まえるならば、かかる取組みは学習

指導要領に従った教育と評価することも不可能で

はないだろう。その意味で、近年注目を集めてい

るシチズンシップ教育
39
から社会科・公民科教育

が学ぶことは少なくないと思われる
40
。

４．応用の可能性

模擬国会は、実際の法案とその審議をもとに台

本を作成したり、現在社会問題となっている事項

をもとに法案（またはその大綱）を作成したりす

ることにより、社会科・公民科の他の内容テーマ

と複合させた授業構築も可能となる。これは、模

擬国会の特徴鴎と関係する。例えば、地球環境問

題、資源・エネルギー問題に関連した法律の審議

過程をベースに作成した台本を用いて模擬国会を

行えば、立法過程の把握のみならず、実際の審議

の場において展開された議論、その問題を巡る争

点を理解するとともに、相手方を説得する表現力

や技術も養うことが可能となろう。換言すれば、

模擬国会という「体験的な活動」を通じて、「生

涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的

な知識及び技能を習得させるとともに、これらを

活用して課題を解決するために必要な思考力、判

断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に

学習に取り組む態度を養うこと
41
」が可能となる

ように思われるのである。

そしてこの点は、前述した学習指導要領改訂の

ポイント②「知識・技能の習得と思考力・判断

力・表現力等の育成のバランスを重視すること」

との関連も指摘できるかもしれない。この改定の

趣旨は、「確かな学力を育成するためには、基礎

的・基本的な知識・技能を確実に習得させるこ

と、これらを活用して課題を解決するために必要

な思考力、判断力、表現力その他の能力をはぐく

むことの双方が重要であり、これらのバランスを

重視する必要がある。このため、各教科において

基礎的・基本的な知識・技能の習得を重視すると

ともに、観察・実験やレポートの作成、論述など

知識・技能の活用を図る学習活動を充実するこ
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と、さらに総合的な学習の時間を中心として行わ

れる、教科等の枠を超えた横断的・総合的な課題

について各教科等で習得した知識・技能を相互に

関連付けながら解決するといった探究活動の質的

な充実を図ることなどにより思考力・判断力・表

現力等を育成することとしている。また、これら

の学習を通じて、その基盤となるのは言語に関す

る能力であり、国語科のみならず、各教科等にお

いてその育成を重視している（いわゆる「言語活

動の充実」 引用者）。さらに、学習意欲を向

上させ、主体的に学習に取り組む態度を養うとと

もに、家庭との連携を図りながら、学習習慣を確

立することを重視している」というものである。

国会審議の中心となるのは、質疑というプロセ

スである。質疑とは、「議案について疑義を質す

行為
42
」をいう。すなわち、模擬国会での質疑者

（委員）と答弁者（政府）とのやり取りのなか

で、争点や問題点が明らかにされ、それに対する

具体的な解決策とその是非が論じられる。そし

て、質疑の終局後に行われるのが討論であり、質

疑を踏まえた上で、賛成・反対の立場と理由が表

明されるのが議会の理念型である
43
。質疑・討論

ともに、議案についての正確な理解力とともに、

バランスの取れた判断力による結論の選択、そし

て、それを外部に適切に表現する力が必要にな

る。この意味において、ロールプレイを通じてこ

れらを追体験する模擬国会は、学習指導要領改訂

のポイント②、そして「言語活動の充実」などと

も相まって
44
、教育方法としての有用性を示す要

素となりうるように思われる 高レベルの模擬

国会プログラムの場合は、模擬国会の台本の作成

も行うため、さらなる教育効果が見込まれるだろ

う 。

筆者らの模擬国会の取組みは、当初は大学教育

を念頭に置いたものであったが、以上に述べたよ

うに、図らずもそれが学習指導要領の内容との整

合性を有しており、初等・中等教育においても十

分活用しうるものであるといって良いように思わ

れる。

Ⅲ 初等・中等教育における模擬国会の

教育的意義――法教育との関連から

ところで、平成23年（2011年）度から順次施行

されている新学習指導要領の特徴の一つに、法教

育の充実
45
があることは周知のことであろう

46
。

そして、「新学習指導要領における法教育は、社

会科・公民科、道徳、特別活動など多様な領域で

学習することが可能となった
47
」。この流れを受

けて、例えば東京都教育委員会が平成23年（2011

年）11月に「『法』に関する教育カリキュラム
48
」

を発表するなど、その具体的展開が模索されてい

る状況にある
49
。

さて、学校現場における法教育の受け皿の中心

となるのは社会科・公民科である
50
。そうだとす

ると、新学習指導要領、とりわけ社会科・公民科

と模擬国会との関連性が認められたように（Ⅱ）、

模擬国会と法教育との間の関連性もまた指摘でき

るかもしれない。別の角度から言えば、社会科・

公民科の目的として掲げられる「公民的資質」の

育成と、法教育の目的との間に共通点・親和性が

認められるとすれば
51
、法教育の文脈で論じられ

てきた意義や方法論を、学校現場における模擬国

会の実践に応用することも可能となると思われ

る。

そこでⅢでは、法教育と模擬国会との関連につ

いて考察することにしたい
52
。

１．法教育・学校教育・模擬国会の関連性

平成16年（2004年）11月４日に法教育研究会が

法務省に提出した報告書
53
によると、「法教育」

とは、「法律専門家ではない一般の人々が、法や

司法制度、そしてこれらの基礎になっている価値

を理解し、法的なものの考え方を身に付けるため

の教育を特に意味するもの」であり、①「法律専

門家ではない一般の人々が対象であること」、②

「法律の条文や制度を覚える知識型の教育ではな

く、法やルールの背景にある価値観や司法制度の

機能、意義を考える思考型の教育であること」、

③「社会に参加することの重要性を意識づける社

会参加型の教育であること」に「大きな特色があ

る」教育
54
である

55
。そして、このような「知識

を覚えることにとどまらず、実生活で生きて働く

力として、思考力、判断力、表現力などを高める

ことを重視する法教育の基本的な考え方は、これ
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まで積み重ねられている教育改革の観点から求め

られているものといってよい」と述べ
56
、法教育

と近年の教育方針との親和性
57

とりわけ平成

15年の中教審答申で示された「生きる力」との関

連 を指摘している
58
。

法教育というと、一般に、憲法や法律、司法制

度に関する教育であると想定する向きがあるよう

に思われるが、「国の唯一の立法機関」（憲法41

条）たる国会の働きもまた法教育に関わるはずで

ある。事実、報告書は、中学校社会科公民的分野

を対象に、具体的に次の４つの領域、すなわち、

①ルールづくり
59
、②私法と消費者保護

60
、③憲

法の意義
61
、④司法

62
の４つの領域を中心にして法

教育の充実を図ることが望ましいとしているので

あるが、とりわけ①ルールづくりが模擬国会と関

連する
63
といえるだろう

64
。

しかし次に述べるように、法教育と模擬国会と

の関連はこれにとどまらない。

２．法教育の方法論的類型

報告書の挙げる４つの領域の「教え方」は多様

にありうる。この点につき、樫澤秀木は、「法教

育」の名のもとに実際に行われている多様な試み

を、①知識提供型、②ルール定立型、③模擬裁判

型、④社会科教材型、⑤他科目教材型の５つの類

型に分類し、それぞれについて評価を試みてい

る
65
。その内容を整理すれば、次のとおりである。

まず樫澤は、①知識提供型の法教育は、「やは

り断片的な知識の提供であり、しかも生徒にして

みれば受動的な学習であって、法的価値や思考方

法を理解させるには困難が伴うと思われる
66
」と

し、それほど評価しない。この認識は、学習指導

要領において受動的学習ではなく能動的学習が強

調されていることや、報告書の定義する法教育が

知識型の教育ではないとしていること（特徴②）

とも平仄があう認識といえるだろう。

次に、②「ある状況を想定して公平・透明な

ルールを議論によって作り上げようというシミュ

レーション教育」と定義されるルール定立型の法

教育である。これは法教育の主領域として報告書

が挙げた「ルールづくり」に関わるものである

が、これについて樫澤は、「討論の場の設定が権

力的に行われ、その権力性を問題視することがは

ばかられる可能性を多分に持つ
67
」ことに注意を

喚起しつつも、「私としては、このルール定立型

が
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
法教育のコアとなるべきではないかと思う

68
」

と評価している。

③模擬裁判型の法教育については、「これは、

生徒に検察（原告）・被告・裁判官の役を割り当

てて、裁判を進めていくロールプレイング・ゲー

ムであり、競技形式で行われるということと相

まって、論理的思考力の育成という点では、その

効果は高いと思われる
69
」としつつも、刑事の模

擬裁判を中心とする実践例について、「『法化社

会』にあって他者との関係を法的思考ないしは

ルールの創造によって調整する態度の涵養を目指

す法教育とは異なるのではないかと思われる
70
」

としている。

④社会科教材型の法教育は、「法律を、社会を

理解するための素材として利用する」教育方法で

あり、「フォーマルに制定された法律を授業素材

として使うことには、いわゆる教育の中立性を外

面上担保できるという利点がある」とする
71
。そ

して、「法律をまずは社会との事実的連関で捉え

ることになり、その意味では、すぐれて法社会学

的な授業となるであろうし、私としてはその可能

性を高く評価したい」としている
72
。

最後に、⑤他科目教材型は、「社会科以外の他

科目で、法を教材とするものであり、実際には、

国語で契約書の読み方を教授したり、模擬裁判を

行った例がある」法教育である。これについて

は、「『法化社会』に対応して、法的な思考や価値

の理解を目指す法教育そのものではなかろう
73
」

としている。

３．模擬国会の法教育的意義

以上から樫澤は、他の法教育方法の可能性を認

めつつも、「ルール定立型の教育が法教育のコア

となり、社会科教材型がその側面支援として付加

されるべきであろう」という立場を採用してい

る
74
。この理解には異論もありうるだろうが、こ

こでは樫澤の理解を参考に、それと模擬国会の特

徴との関係を整理しながら、法教育に対して模擬

国会が有し得る教育的意義について考察すること
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にしたい。

まず、前述したように、模擬国会はロールプレ

イ方式で行うものであり（特徴襖）、これは、③

模擬裁判型と共通する。この③模擬裁判型につい

て樫澤は、ロールプレイ方式による論理的思考力

の育成という側面を評価しつつも、実際の実践が

刑事裁判、裁判員裁判方式に隔たっていることに

注意を喚起し、「直裁に言えば、法教育とは裁判

員になるための教育ではないはず
75
」としてい

た。法教育のあるべき方向性として、「社会科教

育・公民科教育全体との関わりでいえば、法教育

は児童・生徒を市民として育てるという目標との

関わりで理解されなければならない」とする渡邊

弘の指摘
76
ともかかわってくるが、先に述べたよ

うに、「シチズンシップ教育」との関連性を踏ま

えてなされる限り、模擬国会型であれば、かかる

問題点を回避できるとともに、ロールプレイ方式

のメリットを最大限に活かすことが可能となるよ

うに思われる。また、これも先に指摘したことで

あるが、ロールプレイ方式は新学習指導要領の強

調する「体験的な学習」と密接に関連するため、

学校現場での実践にも馴染みやすいといえるだろ

う
77
。

次に、模擬国会の特徴鴬、すなわち、「現実の

立法過程に比較的忠実な流れで行うこと」との関

連では、②ルール定立型との共通点を指摘でき

る。模擬国会においては、法案作成の過程におけ

る議論のルールをシミュレートすることになるた

め、まさに「公平・透明なルールを議論によっ

て」作り上げることになる。国会の本会議は公開

が原則とされ（憲法57条１項本文）、委員会も事

実上公開されるのが当然となっており
78
、さらに

議事録が公表されるのも（憲法57条）、「全国民を

代表する」（憲法43条）国会議員の行う議論が、

国会という舞台の上で我々に現前させられる必要

があるからである。したがって、国会審議の「透

明性」とそれによって担保される「公平性」は代

表民主制の命である
79
。模擬国会では、こうした

公平かつ透明なルールに基づく審議を追体験する

ことにより、「透明性」や「公平性」が確保され

た議論の方法を学ぶことができる。要するに、模

擬国会を行うことには、会議ないしディスカッ

ションのマナーのみならず、発言に責任を持つこ

とをも学ばせる、という意義が認められるのであ

る
80
。

さらに、現実に制定された法律の立法過程を用

いて模擬国会を行うことで、④社会科教材型の法

教育の連携も視野に入れることが可能となるが、

このことについては模擬国会の特徴鴎と親和性を

有することも指摘できる。しかし、この社会科教

材型で法教育を行う場合、法教育に対してかねて

から示されてきた懸念、すなわち、法教育の現状

追認・現状肯定という効果
81
が生じやすいという

ことに注意が必要である。この点は模擬国会によ

る場合でも同様であるが、模擬国会の場合、国会

審議のなかで示された賛否両論に触れる機会が保

障されるため、結果として制定された法を無批判

に受け入れてしまう懸念は、かなりの程度減少さ

せることができるように思われる
82
。法教育の推

進の方向性として、「現段階の法・制度・政策を

学ぶ中でその問題点や限界点に気がつき、それを

克服する方策を考えるということ、そしてそのよ

うな学びの中から、理想の法・制度・政策とは何

かを考えることができるようになることが必要で

あると思われる
83
」と指摘されることがあるが、

この見地からも模擬国会の実践を肯定的に評価す

ることが可能であるように思われる
84
。

このように、初等・中等教育において模擬国会

を行うことには、法教育的な観点からも教育的意

義が認められるといって良いように思われる。

４．法教育の実践とその留意点

現在、裁判所、法務省、検察庁、弁護士会、司

法書士会、行政書士会など、教育関係者以外の主

体も各地で精力的に法教育を行っているところで

あるが
85
、これに関連して、以上の検討を踏まえ

て２点指摘しておきたい。

第一に、法教育の担い手は、いわゆる法律実務

家に限定される必要はない、ということである。

とりわけ模擬国会と法教育との関連性を強調する

本稿の立場からすると、国会（衆議院、参議院）

や地方議会もまた、法教育の担い手となってしか

るべきであるように思われる。その意味で、国会

における「子ども国会
86
」や、各地方議会による
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「子ども議会、女性議会、模擬議会
87
」といった

取組みが注目に値しよう
88
。また、この点に関連

した諸外国での試みも参考になろう
89
。

第二に、このような各主体による法教育の取組

み自体は肯定的に評価できようが、法教育を教師

以外の諸主体が行う、単なる「一過性のイベン

ト」にしないためには、学校教育における適切な

居場所を見出すことが必要となるように思われ

る。「法教育が学習指導要領に位置付けられた以

上、法教育を支援する法律実務家は、学習指導要

領を明確に意識する必要」があり、「法教育が学

習指導要領に位置付けられたことで、法律実務家

の側も意識改革を迫られている
90
」とともに、教

師が法教育を行う場合にもやはり、学習指導要領

を無視できない。本稿はⅡで模擬国会と学習指導

要領との関係を指摘したが、同様の試みが法教育

との関連でもなされてしかるべきであろう。

Ⅳ 模擬国会の実践

Ⅲでは、模擬国会が初等・中等教育、とりわけ

社会科及び公民科に対して有する教育的意義、そ

して近年推進されている法教育的意義を明らかに

した。Ⅳでは、実際に学校の現場で模擬国会を実

践するに際しての注意点をいくつか指摘しておき

たい。

１．レベルに応じたプログラムの実施

まず第一に、児童・生徒のレベルに応じた模擬

国会 この中には模擬委員会・本会議が含まれ

るが、以下のプログラムでは、模擬委員会のみの

場合もあれば、両者を行う場合もありうる を

開催することである
91
。

最初の段階は、「入門型プログラム」とでも称

するものであり、用意された台本を参加者が役割

分担をして読むことを通じて国会審議の体験をす

ることである
92
。これは、既述の「参議院特別体

験プログラム」と同じ趣旨であって、特に事前学

習は不要である。役割分担は立候補制でも良い

が、例えば出席カードに名前を書かせて、抽選で

それを決めても構わない。調理実習でパンでも焼

くような感覚で、見よう見まねの体験学習をさせ

て、「法律というのはこうやってできるのか」と

いう意識を持たせることが第一歩である。なお、

この段階では必ずしも条文化された法律案を用意

する必要はない。このプログラムはすぐに実践で

きるものであり、小学生を対象に実践することも

可能であるものの、台本の内容自体を高度化した

り、登場人物を増やすなど、台本を複雑化したり

することで高校生、ひいては大学生を対象に実施

しても十分な教育効果が見込まれる。

次の段階としては、「入門型プログラム」で利

用した台本に児童・生徒が自ら「書き込み」をし

て模擬国会を実施することが考えられる（発展型

プログラム）。例えば、質疑の部分で「あなたが

国会議員だったら、どんな質問をしますか。それ

に対して、あなたが大臣だったらどんな答えをし

ますか」と1問だけでも考えさせて、台本に盛り

込んで実演してみるのである。グループ作業で簡

単な賛成討論文や反対討論文を書かせてみるのも

良い。小学校高学年以上で、調べ学習を兼ねて実

施するのが良いだろう。ただしそのためには、教

師が教科書の関係箇所の説明をしたり、法案に関

係するテーマを調べることを宿題にしたりと、あ

る程度の時間と準備作業が必要になる。なお、こ

こで気をつけるべきことは、教科書で学ぶ内容

が、国会の質問・答弁に反映するものだという意

識付けをすることである。学校での勉強が社会の

役に立つこと、そして授業で得た知識を社会に役

立たせる楽しみを経験させることが肝要であると

いえよう。

さらに、レベルを上げ、実際の国会審議の会議

録
93
やインターネット中継

94
などを教材にして、

より詳しい議会の立法手続などを学ぶ段階が考え

られる（追体験型プログラム）。例えば、最近成

立した法律で、新聞やテレビなどで話題になった

ものを選び、その会議録からどのような議論が行

われていたのかを調べさせて、質疑の骨子を要約

させる。今度は、それをもとに限られた時間内で

質疑が終わるように、台本を作らせるといった方

法がある。その際、法律案も入手させて、条文の

規定が実際にどうなっているかを調べさせること

も必要である
95
。適切な質疑・答弁を作成させる

だけでも、かなり高度な能力が必要であるので、

高等学校レベルでないと実施は難しく、さらに実
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施する際には相当の準備期間を用意しなければな

らないであろう。また、実際の会議録を見ると、

委員会の答弁を「政府参考人」や「政府特別補佐

人」という官僚が行っていることに気付くはずで

ある。国会は国会議員だけで動いているものでは

なく、それに関わる多くの人々がいることや、国

会審議として表に出てくるのは氷山の一角で、そ

のための準備に大変な労力がかかることを、模擬

国会の準備作業を通じて発見させていくことが重

要である
96
。

ここまでは、国会内部での立法過程を体験する

ものであるが、さらに進めて法案そのものを作成

するプロセスを付加する段階も考えられる（創造

型プログラム）。特定のテーマ（社会問題）につ

いて、何が問題かを発見させ、その解決方法を考

え、それを実現するためにどのような「法律」を

作るべきか（又は法律以外の手段はないか）を考

えさせるのがこの段階の体験作業である。この作

業は、本来的に大学生レベルの知識と能力が要求

されるが、意欲のある生徒であれば高校生でも決

して無理ではない
97
。ただし、この作業には、特

定のテーマや関連問題、様々な議論の状況などに

ついての理解が必要となり、相当な期間が必要に

なるので、夏季休業や放課後など、正課外での活

動は必須となる。もっとも、ここで法律案作成と

いっても完全な条文形式のものである必要はな

く、立法目的とそれを実現するための手段が具体

的にわかる程度の法律案要綱又はその骨子があれ

ば十分である。参加者は、出来上がった法律案を

もとに模擬委員会を行い、趣旨説明、質疑・答

弁、討論を経て採決、という過程を体験する。

最終的には、法律案も完全なものを作成する段

階を目指す（完全型プログラム）。法律案作成に

は、独特のルールと技術が必要であり
98
、一定の

枠のなかで、自らが構想した法律案を実現するこ

との難しさを学ぶことになる。それと同時に、法

律学を専攻しない生徒・学生であっても、立案過

程で否応なしに法律学の様々な理論・判例等を主

体的に学ぶ必要が出てくるため、講義のような受

け身の授業とは異なる学習につながる。初等・中

等教育でこの段階までは要求されないであろう

が、各段階での模擬国会を実践していくうえで、

最終段階の到達点を念頭に置いておくことは重要

であろう
99
。

上記で示したプログラムを各段階でまとめる

と、上の【表】のようになる。

なお、これはあくまでもモデルであるので、Ⅰ

～Ⅴのプログラムを順にやる必要もなく、個々の

表：レベルに応じた模擬国会実施プログラム

プログラム名 対象 準備期間 特 徴

Ⅰ 入門型 小学生

以上

不要 専ら議会における立法過程を体験的に学ぶ。一過性のイベン

トで終わることのないような工夫が必要である。

Ⅱ 発展型 小学校

高学年

以上

１～２週間 立法過程を学ぶことが主目的ではあるが、法案が扱う社会問

題への主体的な学習を促すことも目的となる。

Ⅲ 追体験型 中学生

以上

２週間～

１月

広い視点から国会議員以外の立法アクターの存在と役割を学

ぶとともに、法案が扱う社会問題についてより深く理解する

ための主体的な学習を促す。

Ⅳ 創造型 高校生

以上

３～６月 知識や経験などを総動員して、法律により社会問題を解決す

る意義について考えさせる。相当程度、社会問題についての

理解がなければ法律案を作成することは難しい。テーマ発見

段階から自立的主体的に学ぶ姿勢が要求される。

Ⅴ 完全型 大学生 ６月～１年 法律学の基礎的知識や法の意義と、社会問題に対する幅広い

知識と深い理解が不可欠であり、授業以外の主体的な学習が

不可欠となる。このため専用の授業か、課外での時間を確保

しなければ実施は難しい。
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事情を踏まえてアレンジすることは差し支えな

い。例えば、教科書の国会の記述部分を授業で扱

う際の導入部分として入門型プログラムを実施

し、Ⅱ以降のプログラムは行わないということ

は、最も現実的な選択肢であると思われるし、そ

れだけでも十分な教育効果が見込まれるだろう。

また、Ⅳのうち法案作成のみを実施して模擬国会

を行わないというのも選択肢となろう。質疑・討

論などは現実の委員会審議に依拠しつつ、オリジ

ナルで法案の修正案や附帯決議案の作成だけをす

るという方法でも構わない。

この他、参加人数に応じて、議事の運営に徹す

る議会職員役や、中立的立場から報道をする記者

役を追加することも考えられる。また政府や議員

の役割を担当する者に、委員会審議に先立って、

自らの立場を広報するための資料やウェブサイト

などを作成させることも教育的意義があるし、特

に役割を与えられていない傍聴者の理解を助ける

ことにもなる。アイデア次第で実施方法はいかよ

うにも構築できる
100
。

ただし模擬国会の試みは、学習指導要領が定め

る教育内容に関して体験的な学習を行うための道

具であって、それ自体が目的化してはならないこ

とは言うまでもない。さらに言えば、「良き市

民」を育てるべく行われる公民≒シチズンシップ

教育の一環であることも忘れてはならない。

２．教師が留意すべきこと

このような模擬国会を実施するにあたって、教

師が留意すべきことは何であろうか。

第一に、教師自身が失敗を恐れずに楽しみなが

ら実践することが不可欠であろう。指導する側が

義務感に駆られていては、参加者の主体性を失い

かねない。また、体験活動には雰囲気作りが不可

欠であって、リアリティを出すために、発言者以

外に拍手や野次を適宜入れさせることも考えられ

る。ロールプレイとはいえ、主要な役割を全員に

割り振ることができないので、その意味でも、何

らかのかたちで役割を与え、場に参加させるよう

仕向けることは必要となろう（ただし、リアリ

ティを出しすぎて、居眠り、私語、強行採決まで

「模擬」することまでは不要である
101
）。

第二に、教師としての立場を踏まえ、児童・生

徒を特定の思想や意見に誘導しないように政治的

中立性を確保することである（教育基本法14条２

項）。筆者らの考える模擬国会は、立法過程を体

験的に学ばせることが第一の目的であって、教員

自身が特定の立場を表明するための場でもなけれ

ば、それを児童・生徒に強要したり誘導したりす

るための場でもない。もちろん教員自身が特定の

立場に児童・生徒を誘導していること自体に気付

けないことも多分にあり得るため、常に政治的中

立性を意識することが肝要である。具体的には、

教師は議会運営の助言役に徹するとともに、役割

分担を完全に抽選で決めたり、賛成・反対の立場

を入れ替えて2回目の模擬国会を実施したりする

などの工夫をこらすことが望ましい
102
。

第三に、外部の専門家・有識者などとの連携を

欠かさないことである。立法過程についてある程

度の理解は必要であるが、詳細な議事手続となる

と限界も生じてこよう。そういう場合、研究者や

議会職員など専門家の指導・助言を得ることは重

要である
103
。また、教師一人での実施となると、

準備を含めてかなりの労力となるので、複数の教

員と合同で行うとか、修学旅行などで参議院参観

の機会があれば、参議院特別体験プログラムへ参

加し、運営のノウハウを学ぶことも有意義である

と思われる。ただし、あくまで教育主体は教師で

あるべきであって、模擬国会を外部委託で済ませ

るようなことは適切ではないと思われる
104
。

第四に、事前・事後（場合により作業途中）の

振り返り学習の機会を確保することである。模擬

国会を一過性のイベントとしてしまっては、その

教育効果はあまり期待できない
105
。多忙な現場の

教師にとって、体験学習の実施は容易なことでは

ないことは重々承知しているが、そうした学習機

会を設けることで、児童・生徒だけでなく、教師

もまた議会と民主主義の関係について考える機会

とすべきではなかろうか。

３．能動的学習・学修と憲法学

ここで再び大学に目を転じ、次のような現場の

声を紹介してみたい。「最近の学生はよく勉強す

るといわれる。確かに講義への出席率は近年非常
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によい。・・・この最近の傾向に全く問題がない

かというと、そうではないように思う。中でも私

の気にかかることの一つは、簡単に言えば（ある

いは単純化し過ぎるきらいもあるが）、学習態度

の受動性である
106
」。

これは、1981年当時、東京大学法学部の芦部信

喜教授（憲法学）が記したものであるから、この

頃から学生の「学習態度の受動性」は懸案事項で

あったように思われる。ここで芦部教授が懸念す

るのは、「法学教育の目的がリーガル・マインド

の養成にあることは事新しくいうまでもないが、

それは、講義のままを受動的に鵜呑みにして優秀

な学業成績だけを修める法技術のテクニシャン

や、憲法・法律の根本を忘れて三百代言を弄する

法解釈のベテランを育てることであってはならな

い
107
」ということである。当時の「受動的」な学

生たちは、現在、社会の中堅クラスの枢要な地位

に就いていることだろうから、現在の社会状況を

分析すれば、「受動性」の弊害が具体的に理解で

きるのかもしれない
108
。また、そもそもここでの

「受動性」が、今日問題とされるそれと同一のも

のであるかどうかも検討の余地があろう
109
。

いずれにしても、ここでの「受動性」の要因の

一つは、学問が現実社会に持っているリアリティ

の欠如という点にあるのではないか。確かに教室

は受講者で満杯であるが、それは学問的意欲・関

心というよりも単位獲得のため、あるいは司法試

験や国家公務員試験科目としての必要性から出席

しているに過ぎない場合も多く、「法技術のテク

ニシャン」や「法解釈のベテラン」にとって学問

は、要領よく試験を通過するためのある種の記号

でしかない「死んだ存在」である。穿った見方を

すれば、実は「生きる力」が必要とされるのは、

人間の方ではなく、学問の方なのではないかと感

じざるを得ない。

とはいえ、憲法学にとって「生きる力」を回復

するのは、そう容易ではないかもしれない。その

理由の一つは、憲法は権力者を統制（コントロー

ル）するための法であって、個人を拘束するもの

ではないということである
110
。その意味で、民法

の「契約」や刑法の「犯罪」のような意味で、日

常生活におけるリアリティを簡単に感じさせるこ

とが難しい。またもう一つの理由は、裁判で争う

ことの難しさである。民法や刑法と異なり、憲法

は独自の訴訟手続を持たないので、他の法律上の

紛争解決に必要な限度でしか、裁判上の争点にな

らない。

そうなると、法教育の能動的学習・学修の切り

札ともいえる模擬裁判による憲法学習が考えられ

るが
111
、通常の模擬裁判は民事事件（または行政

事件）、刑事事件を扱うため、憲法以外の法分野

の習得が必要になってくる。こうなると模擬裁判

によって憲法を学ばせようとしても事件の設定が

かなり複雑になってしまうので、他の法分野を学

んだ後でないと参加者の理解も困難になってしま

う
112
。だが、それでは、最高法規である憲法の学

習が一番後回しという事態が生じてしまう
113
。

そのように考えると、模擬国会にはそのような

制約がなく、ある程度自由に憲法論議を展開する

ことができるので、実は憲法の能動的学習には、

模擬裁判よりも模擬国会の方が適している側面が

あるといえる。また、国会議員には、裁判官や弁

護士のような専門的資格は必要ないし、また、選

出母体である地域の独自性を主張しうる地位が認

められているという観点からしても
114
、初等・中

等教育での実施において模擬国会の方が法教育の

題材として優れているともいえよう
115
。

昨今の「ねじれ国会
116
」に象徴される「決めら

れない政治」に対する不満の蓄積が、政治の閉塞

感と結びつき、議会での慎重な審議よりも強い

リーダーによる即断即決を求める雰囲気を生んで

いると懸念されている
117
。こうした状況に対する

懸念は、民主政における議会主義を批判する立

場
118
に対する反論として、従来から展開されてき

たところである
119
。ただ、こうした議会に関する

原理論（Why？）が展開される一方で、どのよう

にすれば民主政に適った議会となるかという方法

論（How？）には従来あまり関心が払われてこな

かったのではないか。模擬国会は、主権者である

国民が議会という装置を体験し、それを使いこな

す技術と作法とを身につける機会となろう。そう

した積み重ねが、浅い現状認識から安易に一院制

導入論に飛びつくような愚を犯さずに、現状の制

度を活用する知恵を生み出す土壌となるのではな
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いだろうか。

おわりに

以上本稿では、模擬国会という教育方法の概要

（Ⅰ）と、それが初等・中等教育において発揮し

うる教育的意義について考察するとともに（Ⅱ、

Ⅲ）、その実践に際しての留意点を指摘した

（Ⅳ）。これらの検討により、模擬国会という取

組みに興味関心を抱いてもらえれば、本稿の目的

は概ね達成されたといえる。

しかしながら、興味関心があっても、教育の現

場で具体的に模擬国会を実践するためには相当の

準備が求められるため、なかなか即座に実践する

ことは困難であることも事実であろう。一般的な

総合学習と同じく、活用の仕方によっては何でも

できる可能性がある取組みであるだけに、対応を

誤ると何も残らず徒労に終わる危険性も排除でき

ない。参加者の主体性を確保しつつ学ぶ場を提供

することの難しさは容易に克服できないであろう
120
。

そこで今後は、本稿で確認した意義を十全に発

揮しうるモデル・プログラム（台本）の開発、そ

して現場の教師とも協力しながら、実践を試みて

いくことにしたい。

【追記】

①本稿は、平成25年度中央教育研究所教科書研究

奨励金「高等学校『現代社会』教科書の記述内

容に関する憲法学的教育学的分析」、及び平成

25年度文教協会調査研究助成金「法学教育にお

ける能動的学修プログラムの開発―模擬国会を
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学論集27巻1号（2012年）353頁、④岡田順太・

岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「国

会質疑の技法 模範議会2012の手引き」白鴎

大学論集27巻2号（2013年）255頁、⑤岡田順

太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡

「模範議会2012 記録と資料」白鴎大学論集

28巻1号（2013年）377頁。また、後掲注(5)も

参照。

4 これまで、憲法論の観点から議会制と法教育を

分析した業績はあっても、法教育の観点から国

会の意義や実践を検討したものは少なかったよ

うに思われる。例えば、前者の例として、杉原

泰雄「公教育と議会制」法律時報44巻8号

（1972年）178頁。

5 大学レベルで実施する模擬国会の教育的意義に

関しては別稿（手塚崇聡・岡田順太・岩切大

地・大林啓吾・横大道聡「模擬国会を通じた能

動的な法学学修 シンポジウムの報告」社会

とマネジメント11巻（2014年掲載予定））を予

定している。同稿は、2013年7月13日に椙山女
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学園大学において開催されたシンポジウムの報

告である（椙山女学園大学のウェブサイト

（http://www.sugiyama- u.ac.jp/sougou/news/2013/
07/post- 320.html）も参照）。ここではそれが、

大学レベルで実施する模擬国会が中教審答申

「新たな未来を築くための大学教育の質的転換

に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を

育成する大学へ」（平成24年8月28日）のうち、

特に「４ 求められる学士課程教育の質的転

換」（9- 11頁）を実現するための有力な試みの

一つであるということ、そして、高大接続とい

う見地からすれば、本稿の検討とも密接に関

わってくるということを指摘しておきたい。ま

た、後掲Ⅳ３も参照。

6 中学生向けの模擬裁判の教材として、法務省の

ウェブサイトでは、「裁判員制度を題材とした

教育教材」が公開されている（http://www.moj.
go.jp/keiji1/saibanin_info_saibanin_kyozai.html）。
また、日本弁護士連合会主催で、高校生を対象

とした高校生模擬裁判選手権が毎年開催されて

いる（なお、本年の開催については、http://
www.nichibenren.or.jp/event/year/2013/130803.
html）。その他、模擬裁判の取組み例を紹介す

る文献は多いが、ここでは割愛する。

7 なお近年、「模擬選挙」を推進する動きがみら

れる。例えば、模擬選挙推進ネットワークは、

2013年の参議院選挙に合わせて、未成年を対象

に模擬選挙を実施している（詳細は、模擬選挙

推進ネットワークのウェブサイト（http://www.

mogisenkyo.com/）参照。同ウェブサイトから

は、模擬選挙を実施するための資料をダウン

ロードすることができ、授業における教材とし

て利用することもできるようになっている）。

こうした試みは、参政権行使の動機づけという

観点から注目と評価に値するが、選挙で選ばれ

た国会議員の働きや国会の働きにまで目を向け

なければ、その教育効果は限定的であるように

思われる。

8 末弘厳太郎「立法学に関する多少の考察 労

働組合立法に聯関して」法学協会雑誌64巻1号

（1946年）2頁を参照。

9 佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂、2011年）

583- 584頁。

10 同上・575頁。

11 小林直樹『立法学研究 理論と動態』（三省

堂、1984年）ⅱ頁。立法の実証研究に取り組ん

だ小林は、「問題となる立法のどれもが、個人

的・党派的な利害やイデオロギーの対立渦ま

く、非条理な力関係の中に置かれ、民主立法の

理念は空念仏にひとしいような実態に直面し

た」と、生々しい印象を語る（同上頁）。その

上で、「わが国の民主化が必須の課題であると

すれば、かような立法と国民とのギャップを埋

め、立法の総過程を民主的・科学的・合理的な

ものとして、法の生産創造の場からできる限り

不合理な力や恣意を排除することに努めなけれ

ばならない」との問題意識を披瀝する（同上7

頁）。

12 ジェレミー・ウォルドロン（長谷部恭男ほか

訳）『立法の復権 議会主義の政治哲学』（岩

波書店、2003年）36- 37頁。

13 この点については、後掲注（101）を参照。こ

うした状況に対し、現在、「立法の『正統性』

を担保しつつ、既存の立法の『正当性』を絶え

ず批判的に吟味し改良する試みを活性化する立

法システムの構築」に向けて立法学を発展させ

ようとする、「立法（legislation）」と「法理学

（jurisprudence）」を組み合わせた造語「立法理

学（legisprudence）」という学問潮流が注目され

る。井上達夫「立法学の現代的課題 議会民

主政の再編と法理論の再定位」ジュリスト1356

号（2008年）128頁。そうした潮流に属する研

究として、ウォルドロン・前掲注（12）、「特集

立法学の新展開」ジュリスト1369号（2008

年）8頁以下所収の各論文、川﨑政司「立法を

めぐる昨今の問題状況と立法の質・あり方

法と政治の相克による従来の法的な枠組みの揺

らぎと、それらへの対応」慶應法学第12号

（2009年）46頁以下、高見勝利『現代日本の議

会政と憲法』（岩波書店、2008年）217頁以下、

等を参照。

14 慶應義塾『慶應義塾百年史 上巻』（慶應義

塾、1958年）682- 687頁。それによると、福澤

諭吉は、「来るべき国会開設の準備として議事

討論の練習を起こして、塾生に対する政治的関

心の高揚と政治思想の涵養に役だたしめるため
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に擬国会を開くこととした」（683頁）。そし

て、「『此擬国会は私塾内で発起した一小会に過

ぎないけれども、当時国民の政治思想に刺激を

与へたことは実に非常なものであった』とは、

発会のときの中心人物の一人であった鎌田（栄

吉――引用者）が後年述懐しているところであ

る」（687頁）。慶應義塾における「議事演習会

（議事講習会）」については、松崎欣一『三田

演説会と慶應義塾系演説会』（慶應義塾大学出

版会、1998年）174- 178頁、弁論部主催の「擬

国会」については、慶應義塾大学弁論部・エル

ゴー会百三十年史編集委員会編『慶應義塾弁論

部百三十年史』（慶應義塾大学出版会、2008

年）52- 55、362- 382頁等も参照。

15 奥島孝康・木村時夫監修『エピソード早稲田

大学125話』（早稲田大学出版部、1990年）23-
24頁。早稲田大学における「擬国会」について

は、早稲田大学大学史編纂所編『早稲田大学百

年史』（早稲田大学出版部、1981年）450頁以

下、内田満『早稲田政治学史研究――もう１つ

の日本政治学史』（東信堂、2007年）240- 270頁
等を参照。

16 師岡淳也「昭和初期のディベート教育の位置

づけ――『雄弁』誌上の大学対抗討論会を中心

として」立教大学異文化コミュニケーション学

部紀要『ことば・文化・コミュニケーション』

4巻（2012年）54頁は、「いくつかの大学の弁論

部史に掲載されている年表を見ると、演説会、

擬国会、討論会の順で開催回数が多」いと記し

ており、各大学において模擬国会（擬国会）が

行われていたことがわかる。例えば、明治大学

の例を紹介するものとして、渡辺隆喜「大正デ

モクラシー期の学生生活――校歌誕生前夜の学

内状況」大学史紀要7巻（2002年）24－27頁を

参照。

17 単に国会を模すだけにとどまらず、議会の理

想型を学問的に探究するという趣旨から、筆者

らは一連の取組みを「模範議会プロジェクト」

と称している。本稿で取り扱う模擬国会はその

プロジェクトの中核をなす。その意味で本研究

は、広い意味で"legisprudence"の流れに属する

ものであると考えている。

18 立法過程そのものは、衆議院も参議院も基本

的に同一であるが、本プロジェクトは衆議院で

可決された法案を参議院が審議するという設定

で行っている。その理由の一つとして、日本国

憲法制定当時、「数の府」の衆議院に対して、

「理の府」「再考の府」としての役割を期待さ

れた参議院を置き、両者のバランスの上に議会

政治を行う両院制が志向されていたことがあ

る。このような参議院の位置づけの経緯につ

き、高見・前掲注（13）133- 137頁を参照。

もちろん、衆議院も含めた国会全体としての

「理の政治」が本来的には必要であって、その

根本は「国民の政治的訓練、政治教育、公民教

育、社会教育に在る」（尾高朝雄「政治哲学」

社会教育協会編『公民教育講座（改訂再版）』

（社会教育協会、1947年）156- 157頁）との認

識は今も昔も変わりない。

19 詳細は、前掲注（3）に掲げた筆者らの諸文献

を参照。

20 http://www.sangiin.go.jp/japanese/taiken/t_program
/t_program.html

21 平成24年（2012年）3月26日、中教審の大学分

科会大学教育部会は、「予測困難な時代におい

て生涯学び続け、主体的に考える力を育成する

大学へ（審議まとめ）」を発表した。http://
www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/
_icsFiles/afieldfile/2012/04/02/1319185_1.pdf. そ

こにおいて、「高校教育から高等教育にかけて

の学びの質の転換」（10頁）の一つとして、「知

的に成長する課題解決型の能動的学修」（4頁）

を行うことが提言された。「能動的学修」は、

「アクティブ・ラーニング」とも呼ばれ、「教

員による一方向的な講義形式の教育とは異な

り、学習者の能動的な学習への参加を取り入れ

た教授・学習法の総称。学習者が能動的に学ぶ

ことによって、後で学んだ情報を思い出しやす

い、あるいは異なる文脈でもその情報を使いこ

なしやすいという理由から用いられる。発見学

習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含

まれるが、教室内でのグループ・ディスカッ

ション、ディベート、グループ・ワーク等を行

うことでも取り入れられる。」と定義されてい

る（同上の「資料編」（http://www.mext.go.jp/
component/b_menu/shingi/toushin/icsFiles/afieldfile
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/2012/03/30/1319185_2_1.pdf）22頁）。「大学に

おいて『答えのない問題』を発見してその原因

について考え、最善解を導くために必要な専門

的知識及び汎用的能力を鍛えること」、「実習や

体験活動などを伴う質の高い効果的な教育に

よって知的な基礎に裏付けられた技術や技能を

身に付けること」である（答申3頁）。模擬国会

の大学における教育的意義に関しては、前掲注

（5）も参照。

22 学生自身による感想として、岡田ほか・前掲

注（3）③論文356- 363頁、同⑤論文390- 396頁を

参照。

23 伝習館高校事件判決（最判平2年1月18日判時

1337号3頁）。ここで「原則的に」と述べたの

は、伝習館高校事件判決が、学習指導要領の法

規としての性質を認め、それが憲法23条、26条

に違反するものではないと述べた際に、旭川学

テ事件判決（最大判昭51年5月21日刑集30巻5号

615頁）を引用していることに関連する。すな

わち、旭川学テ事件判決において、学習指導要

領につき、「教育に関する地方自治の原則をも

考慮し、右教育における機会均等の確保と全国

的な一定の水準の維持という目的のために必要

かつ合理的と認められる大綱的なそれにとどめ

られるべきものと解しなければならない」とす

るとともに、「本件当時の中学校学習指導要領

の内容を通覧するのに、・・・その中には、あ

る程度細目にわたり、かつ、詳細に過ぎ、ま

た、必ずしも法的拘束力をもつて地方公共団体

を制約し、又は教師を強制するのに適切でな

く、また、はたしてそのように制約し、ないし

は強制する趣旨であるかどうか疑わしいものが

幾分含まれている」と述べ、その内容如何に

よっては、学習指導要領の法的拘束力が否定さ

れるという立場を採用しているからである

（もっとも結論としては、「・・・全体として

はなお全国的な大綱的基準としての性格をもつ

ものと認められるし、また、その内容において

も、教師に対し一方的な一定の理論ないしは観

念を生徒に教え込むことを強制するような点は

全く含まれていない」ため、「全体としてみた

場合、教育政策上の当否はともかくとして、少

なくとも法的見地からは、上記目的のために必

要かつ合理的な基準の設定として是認すること

ができるものと解するのが、相当である」とし

ている）。この論点については、さしあたり

「特集 学習指導要領の法的拘束性」法律時報

62巻4号（1990年）6頁以下を参照。なおこの論

点は、近年の「日の丸・君が代」訴訟との関連

でも大きな問題となるが、本稿の趣旨から離れ

るため、指摘のみにとどめたい。

24 告示とは、「公の機関が意思決定または事実を

一般に知らせる形式」であり、国の場合は官

報、地方自治体の場合は公報に掲載するのが通

常であるとされる。宇賀克也『行政法概説Ⅰ

行政法総論〔第5版〕』（有斐閣、2013年）8頁、

さらに、北村喜宣ほか編『行政法事典』（法学

書院、2013年）34- 35頁〔岡田順太執筆〕も参

照。

25 なお、教育基本法6条2項では、法律に定める

学校においては「体系的な教育が組織的に行わ

れなければならない」と規定されており、教育

基本法上にも学習指導要領の根拠規定とも捉え

られる規定を置いている。

26 新学習指導要領及び本答申については、文部

科学省のウェブサイトから入手可能である。新

学習指導要領は、http://www.mext.go.jp/a_menu/
shotou/new- cs/youryou/、答申は、http://www.mext.
go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/_icsFiles
/afieldfile/2009/05/12/1216828_1.pdf. さらに、

新学習指導要領解説も同ウェブサイトから入手

できる。

27 「生きる力」とは、平成8年（1996年）の中教

審答申「21世紀を展望した我が国の教育の在り

方について」（第一次答申）において示された

概念であり、「・・・いかに社会が変化しよう

と、自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考

え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を

解決する資質や能力であり、また、自らを律し

つつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心

や感動する心など、豊かな人間性」「たくまし

く生きるための健康や体力」のことである。

28 中教審答申・前掲注（26）、21- 28頁等を参照。

29 後述するように、新学習指導要領の改訂のポ

イントの一つが「法教育の充実」であることを

反映して、社会科・公民科で「法」について触
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れている箇所は多い。例えば、高等学校の学習

指導要領においては、「情報」、「農業」、「工

業」、「商業」、「水産」、「家庭」、「看護」、「情

報」（専門学科としての）、「福祉」のなかで、

「関連する法規」や「○○に関する基本的な法

規の目的と概要」を学ぶこととされている。当

然のことながら、教育で教える内容は、特に専

門科目に関しては、様々な法律と全く無縁では

ない。

30 体験活動をめぐる政府・自治体・学校等の取

組みに関しては、西願博之「体験活動をめぐる

経緯と課題」国立国会図書館調査及び立法考査

局『青少年をめぐる諸問題 総合調査報告書』

（国立国会図書館、2008年）149- 165頁参照。

31 「椅子に座って講義を聞くことが基本作法で

ある日本の知的訓練プロセスでは、プレゼン

テーションや問答形式のactive learningは大学

はもとより、中学校や高校でも居場所を見つけ

にくい」という指摘があるが（駒村圭吾「憲法

訴訟の現代的転回28 ［補論］論証を組み立て

る」法学セミナー697号（2012年）45頁）、少な

くとも学習指導要領上では、「椅子に座って講

義を聞くこと」からの脱却が強調されていると

いえるだろう。

32 クリシヤ・M・ヤルドレイ=マトヴェイチュク

（和泉浩監訳）『ロール・プレイ――理論と実

践』（現代人文社、2011年）106頁。なお、本書

では「ロール・プレイ」について、これ以外に

も7つの定義を示しているが、それらの詳細に

ついては、105- 122頁を参照。さらに、模擬裁

判に関してであるが、井門正美『役割体験学習

論に基づく法教育──裁判員裁判を体感する授

業』（現代人文社、2011年）は、次のように指

摘している。「学生の『役割体験』は、知識、

技能、態度、意欲等の総合的な活動であり、学

習や学びは、こうした総合的な活動によって成

立している」（16頁）。「模擬裁判は、生活に

とって欠かすことのできないリアリティのある

問題を投げかけ、彼らの現実世界、日常生活を

自省的に再構成する機会を提供しているのであ

る」（240- 241頁）。

33 関連する文献は多いが、さしあたりその構想

について、ジェイムズ・S・フィシュキン（曽

根泰教監訳・岩木貴子訳）『人々の声が響き合

うとき』（早川書房、2011年）を参照。なお、

その意義を「決定のための合意を調達する点に

ではなく、決定そのものを相対化する点にあ

る」とする「挑戦モデル」の立場から、議会の

請願と附帯決議に着目する憲法学者の分析とし

て、駒村圭吾「討議民主政の再構築――民主主

義をめぐる『合意モデル』と『挑戦モデル』」

中村睦男・大石眞編『立法の実務と理論』（信

山社、2005年）5- 34頁。

34 社会科・公民科の「目的」は、次のとおりで

ある。「社会生活についての理解を図り、我が

国の国土と歴史に対する理解と愛情を育て、国

際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形

成者として必要な公民的資質の基礎を養う。」

（小学校社会）、「広い視野に立って、社会に対

する関心を高め、諸資料に基づいて多面的・多

角的に考察し、我が国の国土と歴史に対する理

解と愛情を深め、公民としての基礎的教養を培

い、国際社会に生きる平和で民主的な国家・社

会の形成者として必要な公民的資質の基礎を養

う。」（中学校社会（公民的分野））、「広い視野

に立って、現代の社会について主体的に考察さ

せ、理解を深めさせるとともに，人間としての

在り方生き方についての自覚を育て、平和で民

主的な国家・社会の有為な形成者として必要な

公民としての資質を養う」（高等学校公民科）。

35 市川誠人「湘南台高校のシチズンシップ教育

の取り組み」Voters（明るい選挙推進協議会）

6号（2012年）24- 26頁。

36 http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6558/p406344.html
37 シチズンシップ教育とは、「社会の構成員とし

ての『市民』（citizen）が備えるべき『市民

性』（citizenship）を育成するために行われる教

育であり、集団への所属意識、権利の享受や責

任・義務の履行、公的な事柄への関心や関与な

どを開発し、社会参画に必要な知識、技能、価

値観や傾向を習得させる教育」のことであると

される。今野喜清ほか編『学校教育辞典〔新

版〕』（教育出版、2003年）367- 368頁。ちなみ

に、小玉重夫『シティズンシップの教育思想』

（白澤社、2003年）は、従来、シチズンシップ

概念が、国民国家への帰属を前提要素とした、
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個人的自由・政治的権利・社会的権利という諸

権利を意味するものであったのに対し、1970年

代に台頭した新保守主義による市場原理や共同

体への義務・責任を重視する風潮により、その

理念が動揺したと指摘する（同12- 13頁）。そし

て、いわゆる「第三の道」以降、再び個人の権

利や平等の視点が取り入れられるが、同時に市

場や共同体の再評価の視点の融合をする際の概

念としてシチズンシップが位置づけられ、結果

として、「1990年代以降のシティズンシップの

復権は、そのあり方をめぐる相克をうちに含む

ものであったということができる」（同14頁）

とする。その上で、小玉はとかく共同体への奉

仕を専ら強調する日本の教育改革論議を批判

し、「いま求められているのは、これまでの日

本の教育において十分かえりみられてはこな

かったシティズンシップの政治的側面を評価し

直すことである」と述べ、「政治的コーディ

ネーター」としての教師像を提示する（同173

頁）。

38 この点については、後掲注（51）を参照。

39 近年、シチズンシップ教育に対して世界的な

関心が高まっている要因として、「グローバル

化の進展と無関係ではない。グローバル化によ

る国家や企業の組織原理の衰退、国内社会にお

ける文化・宗教・民族的多様性の拡大は、多元

的な社会を統合する手段の一つとしてのシティ

ズンシップ教育に注目を集めるきっかけとなっ

た」（奥村牧人「英米のシティズンシップ教育

とその課題」国立国会図書館調査及び立法考査

局・前掲注（30）18頁）とされる。もちろん、

「シティズンシップ教育の目的、方法、内容は

それぞれの政治共同体と社会によって異なる」

（岸田由美・渋谷恵「今なぜシティズンシップ

教育か」嶺井明子編著「世界のシティズンシッ

プ教育 グローバル時代の国民／市民形成」

（東信堂、2007年）12頁）が、比較研究から得

られるものは少なくないと思われる。各国及び

国際的なシチズンシップ教育の概要について

は、嶺井編・上掲書17頁以下を参照。

40 この点に関連して、イギリスにおいて近年、

シチズンシップ教育がカリキュラム化されたこ

とが注目される。1999年のシチズンシップ教育

施行令（2000年施行）を経て、2002年教育法

（Education Act 2002）84条と85条では、第三

課程と第四課程（それぞれおおむね12～14歳、

15～16歳。同法82条。）の基礎教科の一つとし

てシチズンシップをナショナル・カリキュラム

のなかに置くべきことを規定している。その経

緯については、奥村・前掲注（39）18頁以下の

ほか、佐藤潤一「イギリス『憲法改革』とシ

ティズンシップ」松井幸夫編著『変化するイギ

リス憲法 ニュー・レイバーとイギリス「憲

法改革」』（敬文堂、2005年）189頁以下、窪田

信二「イギリス 必修教科『シティズンシッ

プ』で参加・フェア・責任をどう教えるか？」

嶺井編・前掲注（39）184頁以下を、教材の紹

介として、若生剛「イングランドにおけるシ

ティズンシップ科の設置と法教育 犯罪と人

権に関連した2つの教材を事例として」江口勇

治（編）『世界の法教育』（現代人文社、2003

年）74頁以下を参照。さらに、シチズンシップ

教育に至る背景的思想については、バーナー

ド・クリック（関口正司ほか訳）『シティズン

シップ教育論 政治哲学と市民』（法政大学

出版局、2011年）参照。なお、佐藤・前掲論文

は、シチズンシップ教育政策とニュー・レイ

バーのコミュニティ重視政策との近接性を指摘

し、両者のなかに「共和主義的自由主義」の性

質を見ている（204頁）。なお、具体的な教育方

法につき、特に特定の時間割に割り当てる必要

はなく、「歴史」や「全校集会」を利用して教

えることも可能であるという（奥村・前掲注

（39）21頁参照）。

41 学校教育法30条2項。同規定は小学校の箇所に

置かれているが、中学校（49条）、高等学校

（52条）等に準用される。

42 浅野一郎・河野久編『新・国会法事典 用

語による国会法解説〔第2版〕』（有斐閣、2008

年）160頁。

43 浅野・河野編・前掲注（42）136- 138頁。ま

た、岡田ほか・前掲注（3）④論文270- 277頁。

44 土井真一「法教育の基本理念 自由で公正

な社会の担い手の育成」大村敦志・土井真一編

『法教育のめざすもの その実践に向けて』

（商事法務、2009年）19頁は、新学習指導要領



鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要 第23巻（2014）

－18－

で重視されている「言語活動の充実」に関し

て、「法にとって言葉が命なのだということも

子どもたちに理解させる必要があるだろうと思

います」と述べている。

45 田中秀和「新学習指導要領における法教育の

位置づけ」法律のひろば2008年5月号13頁。

46 法教育を重視する近年の状況の背景につき、

司法制度改革の動き、近年の青少年非行と彼ら

の法意識の問題、学校安全からの要請、学校内

の教員の体罰にかかる問題、消費者問題の増加

と消費者教育の必要性が指摘されている。江澤

和雄「学校教育と『法教育』」レファレンス

（2005年）94- 96頁。また、北川善英は、近年

の法教育重視の背景として、その目的・内容を

異にする三つの潮流、すなわち、①1990年代前

半から、社会科教育研究者と初等中等教育教員

によって研究・実践されてきた法教育、②1990

年代前半から、法律家団体によって提起・推進

されてきた司法教育、③司法制度改革の一環と

して提起された司法教育、の存在を指摘してい

る。北川善英「『法教育』の現状と法律学」立

命館法学321・322号（2008年）1424- 1427頁。ま

た渡邊弘「法を学ぶ者のための法教育入門」法

学セミナー662号（2010年）15- 16頁も参照。さ

らに、学習指導要領における法教育の充実に

至った経緯につき、渡邊弘「新学習指導要領と

法教育」全国民主主義教育研究会編『立憲主義

と法教育（民主主義教育21 Vol.2）』（同時代

社、2008年）36頁等を参照。

47 橋本康弘「新学習指導要領における法教育

法教育に関して法律実務家に求められるこ

と」法律のひろば2012年10月号5頁。

48 http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2011
/04/20l4s700.htm

49 ただし、「法務省・文科省やその機関、あるい

は教育委員会が提示するものだけが、法教育の

唯一のあるべき姿なのではない」という点に注

意が必要である。渡邊弘「法教育をめぐる議論

の動向」法の科学43巻（2012年）166頁。

50 高等学校学習指導要領作成協力者として「現

代社会」を担当するとともに、後述する法教育

研究会、法教育推進協議会（第I期）で座長を

務めた京都大学の土井真一は、公民科につい

て、「法教育と最も密接に関連する」と述べて

いる。土井真一「高等学校『現代社会』におけ

る法教育 『幸福』『正義』『公正』を考え

る」自由と正義62巻3号（2011年）41頁。社会

科・公民科と法教育との関連箇所については、

橋本康弘「『法教育』実践のための覚書

小・中学校新学習指導要領を読み解く」自由と

正義59巻10号（2008年）31頁、橋本・前掲注

（47）5- 9頁、関東弁護士会連合会編『これか

らの法教育 さらなる普及に踏めて』（現代

人文社、2011年）90- 97頁等を参照。また、特

に『現代社会』と法教育との共通点を明らかに

する、栗田佳泰「法教育における人間 高等

学校「現代社会」にみる法教育の要素から」仲

正昌樹編『叢書アレテイア15 「法」における

「主体」の問題』（御茶ノ水書房、2013年）227

頁も参照。さらに、坪井龍太「法教育に関する

一考察 高等学校公民科における憲法教育の

充実を目指して」法学新報117巻7・8号（2011

年）689頁等も参照。

なお、法教育の科目横断性を指摘する声も多

いが（例えば、関東弁護士会連合会・前掲書

47- 48頁など）、斉藤一久が指摘するように、

「法教育の道徳化を避けるためには、法教育に

ついては中学校・高等学校の社会科（公民科）

が社会科学という専門的観点から主として担う

べき」ではないかと思われる。斉藤一久「法教

育と規範意識」日本教育法学会年報39号（2010

年）141頁。いずれにせよ、社会科・公民科の

教師が法教育の中心的主体となるはずである

（「討論 法教育と権利保障」日本教育法学会年

報41号（2012年）61- 63頁〔北川善英、鈴木啓

文発言〕）。

51 大村敦志は、「フランスの市民教育において教

えられている『市民であること』は、私たちが

日本の『法教育』において学んでほしいと考え

ていることと一致する」とか、基本的には「法

教育とは市民教育にほかならない」と述べてい

る（大村敦志『「法と教育」序説』（商事法務、

2010年）。引用順に86頁、10頁）。具体的に「市

民であること」とは何かであるが、大村は「能

動的な市民としてのあり方」であり、「政治に

参加するだけでなく、この社会において、人を
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人として大切にするということであること」と

している（同84頁）。社会科・公民科の学習指

導要領が掲げる目的（前掲注（34））、とりわけ

「公民的資質」の育成という目的との関連で、

「市民であること」と「公民であること」を同

様に理解することが可能であれば そして、

シチズンシップ教育と社会科・公民科の目的と

の密接な関係を踏まえれば 、公民教育≒市

民教育≒法教育という等式が成り立つように思

われる。そうだとすれば、最右辺での議論を、

最左辺での教育にも応用できるのではないか。

本稿のⅢでは、法教育の方法論との関連で模擬

国会の評価を試みるが、このような仕方で学習

指導要領に基づく学校教育とも関連しうるもの

であるということを指摘しておきたい。

なお、政治教育について、「ありていに申せ

ばシビック・エデュケーションというものだろ

うと思います」という指摘があるが（佐々木毅

「政治教育と法教育について」大村・土井編・

前掲注（44）180頁）、このように理解された政

治教育と、法教育、公民教育、市民教育との異

同も問題になる。〇〇教育という言葉が巷には

あふれており、それらの概念の包含関係や異同

を整理することが必要となるが、これについて

は今後の課題としたい。

52 なお、アメリカの法教育教材の翻訳書である

Center for Civic Education（江口勇治監訳）『テ

キストブック わたしたちと法 権威、プラ

イバシー、責任、そして正義』（現代人文社、

2001年）では、「権威」の項目で、州議会や市

議会の場面を子供たちに再現させている。

53 法教育研究会「我が国における法教育の普

及・発展を目指して 新たな時代の自由かつ

公正な社会の担い手をはぐくむために」（平成

16年11月4日）。http://www.moj.go.jp/KANBOU
/HOUKYO/index.html 同報告書は、法教育研

究会『はじめての法教育 我が国における法

教育の普及・発展を目指して』（ぎょうせい、

2005年）として出版されているので、以下、同

書から引用する。

54 同上2頁。

55 法教育をめぐる学界での議論状況につき、渡

邊弘「法教育の最近の動向 『紹介』『提

起』から『論争』へ」法の科学42巻（2011年）

166頁、同「法教育をめぐる論争点」月報司法

書士484号（2012年）2頁等を参照。

56 『はじめての法教育』・前掲注（53）3頁。

57 同報告書は、目指すべき法教育として、「国民

一人ひとりが自由で公正な社会の担い手とし

て、公共的な事柄に主体的に参加する意識を養

うものでなくてはならない」と述べている（同

上11頁）。この点は、先に指摘したシチズン

シップ教育や、社会科・公民科の「目的」（前

掲注（34））とも共通点を有する。

58 なお、法教育研究会による報告書提出後、法

務省は、「裁判員制度をはじめとする各種司法

制度改革の成果を国民に身近なものとするた

め、広く国民の皆様に対して法教育を普及する

ための施策に取り組む必要があること」を踏ま

え、「法教育研究会における検討の成果を引き

継ぎ、法教育の実践の在り方について研究し、

現場の取り組みを支援」する法教育推進協議会

を発足させており、現在も活動中である。その

活動概要については、法務省のウェブサイト

（http://www.moj.go.jp/shingi1/kanbou_houkyo_
kyougikai_index.html）を参照。また、丸山嘉代

「法教育推進協議会の取り組み」月報司法書士

484号（2012年）10頁も参照。

59 具体的には、「法は共生のための相互尊重の

ルールであり、国民の生活をより豊かにするた

めに存在するものであるということを、実感を

もって認識させるために、ルールをどのように

してつくるのか、ルールに基づいてどのように

紛争を解決していくのかについて主体的に学習

させる」。『はじめての法教育』・前掲注（53）

12頁。

なお、この単元は、平成10年（1998年）12月

告示、15年（2003年）12月一部改正の中学校学

習指導要領（以下、旧中学校学習指導要領と記

す。）の社会科公民的分野（平成10年12月告

示、15年12月一部改正）の内容「（1）現代社会

と私たちの生活」の「イ 個人と社会生活」

中、「社会生活における取決め」にかかわる教

材として位置付けられている（同上17頁）。新

学習指導要領の場合、内容「（１）私たちと現

代社会」の「イ 現代社会をとらえる見方や考
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え方」中、「社会生活における物事の決定の仕

方」にかかわる教材として位置づけられること

になろう。

60 具体的には、「個人と個人の関係を規律する私

法分野について、学習機会の充実を図る。その

際には、日常生活における身近な問題を題材に

するなどの工夫をして、契約自由の原則、私的

自治の原則などの、私法の基本的な考え方につ

いて理解させるとともに、企業活動や消費者保

護などの経済活動に関する問題が法と深くかか

わっていることを認識させる」。同上12頁。

なお、この単元は、旧中学校学習指導要領の

社会科公民的分野の内容「（2）国民生活と経

済」の「イ 国民生活と福祉」中、「消費者の

保護」にかかわるものとして位置付けられてい

る（同上17頁）。新学習指導要領の場合、内容

「（2）私たちと経済」の「イ 国民の生活と政

府の役割」中、「消費者の保護」にかかわる教

材として位置づけられることになろう。

61 具体的には、「一人ひとりの人間が、かけがえ

のない存在として相互に尊重されるべきである

こと及び自律的かつ責任ある主体として自由で

公正な社会の運営に参加していく必要があるこ

とを認識させるとともに、それに必要な資質や

能力をはぐくむために、個人の尊厳、国民主権

あるいは法の支配などの憲法及び法の基礎にあ

る基本的な価値や国と個人との関係の基本的な

在り方について、一層理解を深めさせる」。同

上12- 13頁。

なお、この単元は、旧中学校学習指導要領の

社会科公民的分野の内容「（3）現代の民主政治

とこれからの社会」の「ア 人間の尊重と日本

国憲法の基本的原理」中、「我が国の政治が日

本国憲法に基づいて行われていることの意義」

にかかわるものとして位置付けられている（同

上17頁）。新学習指導要領の場合、内容「（3）

私たちと政治」の「ア 人間の尊重と日本国憲

法の基本的原則」中、「我が国の政治が日本国

憲法に基づいて行われていることの意義」にか

かわる教材として位置づけられることになろう。

62 具体的には、「司法とは、法に基づいて、侵害

された権利を救済し、ルール違反に対処するこ

とによって、法秩序の維持・形成を図るもので

あることを認識させるとともに、すべての当事

者を対等な地位に置き、公平な第三者が適正な

手続を経て公正なルールに基づいて判断を行う

という裁判の特質について、実感を持って学ば

せる」。同上13頁。

なお、この単元は、旧中学校学習指導要領の

社会科公民的分野の内容「（3）現代の民主政治

とこれからの社会」の「イ 民主政治と政治参

加」中、「法に基づく公正な裁判の保障」にか

かわるものとして位置付けられている（同上17

頁）。新学習指導要領の場合、内容「（3）私た

ちと政治」の「イ 民主政治と政治参加」中、

「法に基づく公正な裁判の保障」にかかわる教

材として位置づけられることになろう。

63 前掲注（59）で見たように、報告書は「ルー

ルづくり」の単元を、学習指導要領上、国会と

は関係のない「社会生活における取決め」の箇

所に位置付けていることに留意する必要があ

る。そのため、「法とルール一般との本質的な

違いが扱われていない」こと、「ルール一般の

適正さを判断する基準として『手段の正当性・

明確性・平等性・手続の公平性』が提示されて

いるが、そうした基準が法というルールにも妥

当するかどうかが不明確である」という批判を

招くことになる。北川・前掲注（46）1432-
1433頁。

これに対し、模擬国会を通じて「ルールづく

り」を学ぶ場合には、後掲の【表１】で整理し

た新学習指導要領の箇所で行うことになるだろ

う。この点については、後掲注（64）も参照。

64 弁護士の村松剛は、アメリカで1978年に制定

された法関連教育法（Law- Related Education
Act of 1978） における定義、すなわち、法教

育とは、「法律専門家ではない人々を対象に、

法、法形成過程、法制度及びこれらを基礎づけ

る基本原則と価値に関する知能と技能を身につ

けさせる教育」を参考に、法教育の特徴の一つ

として、「法形成過程が含まれる。したがっ

て、立法過程や集団内の自主的なルール作りも

学習の対象となる。〔原典改行〕この点におい

て法教育は、裁判を中心に扱う、いわゆる『司

法教育』よりも扱う範囲が広い」と指摘してい

る。村松剛「法教育の考え方と実践」法の科学
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43号（2012年）168- 169頁。他方、法教育研究

会報告書の法教育の定義からは、北川・前掲注

（46）1430頁が指摘するように、この「法形成

過程」部分が抜けている。しかし、渡邊弘が指

摘しているように、「法教育が法に関する『参

加』を射程に入れるものであるとすれば、そこ

では必然的に市民が法形成に関わるという場面

を想定せざるを得ないはずである」（渡邊「法

教育をめぐる論争点」・前掲注（55）4頁）。本

文中で述べたように、法教育研究会が「ルール

づくり」を法教育の4本柱の一つに据えている

ことを鑑みれば、このことを否定するものでは

ないと解するべきであろう。ちなみに北川は、

法教育研究会報告書における法教育の定義と、

法教育の具体的内容との齟齬の原因を、後者が

社会科教育学者・初等中等教育教員・法律家が

中心となって作成されたことに求めている。北

川善英「公教育と法教育 現状と課題」日本

教育法学会年報41号（2012年）45頁。

65 樫澤秀木「『法教育は可能か 「法化」論の

観点から』法社会学71巻（2009年）96- 99頁。

66 同上93- 94頁。

67 同上94- 95頁。

68 同上94頁。なお、傍点は引用者が付した。

69 同上95頁。

70 同上。

71 同上。

72 同上96頁。

73 同上。

74 同上。ただし、続けて、「しかし法教育には多

様な可能性があるのであり、現時点で、それに

制限をかけるべきではない」と指摘している。

75 同上95頁。

76 渡邊弘「法教育推進の方向性」法と民主主義

465号（2012年）34頁。

77 法教育との関連での「体験的な学習」に関し

て、井門正美「役割体験学習論に基づく法教育

実践的法教育の理論的枠組」法と教育2号

（2012年）25頁を参照。

78 国会法52条1項では、委員会を非公開とし、委

員長の許可を受けた者のみが傍聴できると定め

ているが、現実の運用では、「報道関係者は議

院が交付する記者記章により、また、一般の者

についても議員の紹介があれば傍聴を許可する

扱いになっている」。浅野・河野編・前掲注

（42）101頁。

79 ちなみに、地方議会の会議も公開が原則であ

る（地方自治法115条1項本文）。これは、「国政

における議事機関の会議の公開を保障した憲法

57条1項本文の趣旨、及び『地方自治の本旨』

を保障した憲法92条の趣旨に照らして、憲法上

要請されているものと解すべき」とされる（大

阪地判平成19・2・16判時1986号91頁）。他方、

地方議会の委員会については、「・・・その公

開の許否、いかなる場合に公開するか等につい

ては、これを専ら、これに関する条例の制定も

含めて各普通地方公共団体の自由裁量ともいう

べき広範な裁量に委ねたものと解するのが相

当」とされる（大阪高判昭和57・12・23判時

1081号73頁）。さらに地方議会の会議録につい

ても、「会議の公開という場合には、当然に会

議録の閲覧請求権の承認を含むのであり、会議

の公開が定められている場合には、会議録の閲

覧に関して法令上明文の規定を有しない場合で

あっても、会議録の閲覧請求権を有するものと

解すべきである」とされる（宇都宮地判平成

9・9・4判例地方自治172号24頁。仙台高判昭和

49・8・15行集25巻8・9号1060頁も同旨）。した

がって、本文中に述べたことは、おおむね地方

議会においても当てはまるといえよう。

80 もっとも、現在の国会審議の手順には一定の

合理性があるものの、現実には、実質的な政策

決定や政治的取引が国会外でなされていること

はかなり久しく指摘されてきた問題であり、こ

れが国会審議の形骸化や国会ないし議会民主制

への不信感を生んできたことは否定できず、国

会内部の改革が切実に必要である。しかし、こ

のことが、我々教育者が目指すべき「模範」国

会の価値を損なうものではないだろう。

81 この点については、関良徳「法教育と法批判

解釈法社会学による法批判教育の再構築」

法社会学75号（2011年）91- 93頁を参照。社会

科教育との関連で、矢吹香月「『法教育』の意

義と課題 司法制度改革における『法教育』

と道徳教育・公民教育との比較」岡山大学大学

院社会文化科学研究科紀要22号（2006年）155-
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156頁も参照。

82 佐藤幸治「日本国憲法が保障する［基本的人

権］の意味について ［法教育］との関連に

おいて」大村・土井編・前掲注（44）115頁

は、「従来のようにシステムからの説明ではな

くて、現実に生きる一人ひとりの国民の立場か

ら法を捉え、能動的な姿勢で法に接することを

考えさせるような教育内容になってほしいと

願っています。ということは、『法教育』は、

法を所与として利用するということだけでな

く、よりよき法をいかに作り上げていくかとい

う点についても、具体的に考えさせるものでな

ければならないと思います」と指摘している

が、模擬国会型の法教育は、この指摘を活かす

教育としての可能性を有しているように思われ

る。

83 渡邊・前掲注（76）34頁。

84 なお、現状肯定型の法教育に対し、「問題のあ

る（問題があると指摘されている）現行法制度

について、その改善策を考えるために必要とな

る他国制度、自国の過去の法制度など法制度の

背景にある法原理や法規範（基準）に照らして

その改善策を考察し策定することを目的」とす

るという「法を批判する」タイプの授業方法も

提案されている。橋本康弘・野坂佳生編著

『"法"を教える――身近な題材で基礎基本を授

業する』（明治図書、2006年）13頁（橋本康弘

執筆）、橋本康弘「発達段階に応じた法教育の

在り方――高等教育での実践を中心に」大村・

土井編・前掲注（44）248- 254頁。法制度やそ

の運用を法原理の観点から吟味させることで

「自国法制度を首尾一貫して合理的に見る態

度」（上掲『"法"を教える』14頁）を育てると

いう興味深い方向性ではあるが、関良徳が指摘

するように、それが現行法の代案作成だけに終

始してしまうのであれば、俄かには賛同しがた

い。関・前掲注（81）94- 96頁。この点、模擬

国会型は、現状追認・現状批判に終始すること

のない、第三の方向性を示すものと言えるので

はないか。

85 本文中に挙げた各主体による最近の取組みの

概観として、「特集 動き始めた法教育」法律の

ひろば2012年10月号4頁以下に納められた各論

文を参照。

86 『子ども国会報告書 : 参議院50周年記念』（参

議院事務局、1997年）、『2000年子ども国会報告

書』（参議院事務局、2000年）、肥田美代子『子

ども国会 : 21世紀子どもたちは発言する』（ポ

プラ社、1998年）。

87 例えば、「子ども議会、女性議会、模擬議会の

開催事例」全国市議会議長会〔調査資料〕『平

成24年度市議会の活動に関する実態調査（平成

23年1月1日～12月31日）』（2012年）75- 85頁
（http://www.si- gichokai.jp/official/research/jittai23/
pdf/jittai231231.pdf）。ただし、地方議会の議事

手続は国会と若干異なること、一院制議会であ

ること、また、地方自治の本旨（憲法92条）に

基づき地方独自の事項を扱うことなどの点にお

いて、模擬国会の特徴鴬とずれが生じることに

留意が必要である。しかし、学習指導要領の

「言語活動の充実」という側面を強調した教育

を実践したい場合には、地方議会を舞台とした

模擬議会には相応の教育効果が認められよう。

この点に関連して、前掲注（79）参照。

88 このほか、NGOの協力のもとで実施されてい

る民間の「子ども国会実行委員会」による取組

みも存在する。http://kodomokokkai.web.fc2.com
/index.html

89 外国の例として、イギリス議会の取組みを紹

介するものとして、武田美智代「青少年の政治

教育と議会の関与」国立国会図書館調査及び立

法考査局・前掲注（30）33- 47頁。イギリス議

会による教育サイトでは、クイズやゲームや映

像などを通した議会制度の紹介がされている。

http://www.parliament.uk/education. フランスの

子ども議会に関して、大村敦志「フランスの市

民教育」大村・土井編・前掲注（44）290- 291
頁を参照。フランスでは、子ども議会の提案に

基づいて、現実の法改正がなされたこともある

ようである。大村敦志「親権の行使――兄弟姉

妹の絆の維持に関する1996年12月30日の法律第

1238号（立法紹介）（民事法）」日仏法学22号

（1999年）292頁。

90 岡田志乃布「法務省における法教育の推進

法教育推進協議会の活動を中心とした法教育全

体を巡る回顧と展望」法律のひろば2012年10月
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号15頁。

91 ここでのモデル区分については、岡田・前掲

注（3）①論文153- 154頁も参照。

92 岡田ほか・前掲注（3）④論文261- 268頁に実施

方法と資料を掲載してある。また、次のウェブ

サイトを参照。http://web.sfc.keio.ac.jp/-junta/pub
/gikai/intro_p1.html

93 国会会議録検索システムで衆参両院の会議録

がWeb上で入手できる。http://kokkai.ndl.go.jp/
94 http://www.shugiintv.go.jp/index.php（衆議院）、

http://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php
（参議院）。

95 近年の法律案であれば、衆議院のWebページ

「議案」から入手することができる。http://
www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_gian.htm

96 もっとも、指導する教師の立場からすると、

どういった法案を選び、会議録をどう読めばい

いのか不安に思うこともあろう。これに適した

教材開発が、筆者らが目下取り組んでいる研究

テーマのひとつであるが、とりあえずは入門型

プログラムで扱っている「景観法案」を題材に

することを推奨する。同法案は、平成16年

（2004年）の159回国会で審議・成立している

が、委員会審議は、同年4月27日の衆議院国土

交通委員会で趣旨説明、5月11日・12日質疑を

経て、同月14日の委員会で採決されている（参

議院については省略）。まずは、前記注（20）・

（95）に掲げたウェブサイトから、法案と会議

録を入手して欲しい。

97 ちなみに、筆者の1人が担当する授業のなかに

は少人数のワークショップ科目があり、そこで

はグループごとに法案作成をさせ（1グループ

あたり3～5名）、最終的に最優秀法案を筆者ら

教員と履修者との投票によって決めている。

http://web . sfc . keio . ac . jp/-junta/pub/legal_ws/
index.html

98 いわゆる立法技術論に属する、実務家の手に

よる近年の文献として、山本庸幸『実務立法技

術』（商事法務、2006年）、田島信威『法令入門

法令の体系とその仕組み〔第3版〕』（法学

書院、2008年）、川﨑政司『法律学の基礎技法

〔第2版〕』（法学書院、2013年）、大島稔彦『立

法学 理論と実務』（第一法規、2013年）

145- 227頁等を参照。

99 一部のアメリカの法科大学院では、学生が州

からの委託を受けて法案起草を行っているとい

う例を引いて、日本でも法科大学院で法案を作

成させるべきとの提言として、米倉明『法科大

学院雑記帳Ⅱ 教壇から見た日本ロースクー

ル』（日本加除出版、2010年）207- 208頁。

100 アメリカでは、ホワイトハウスの記者会見を

担当する職員の役割を学び、実際に模擬体験す

るための教材がある。Julie Dolan & Marni Ezra,
CQ’s WHITE HOUSE MEDIA SIMULATION (CQ
Press, 2002).

101 この点に関して、師岡・前掲注（16）は、か

つての「擬国会」について次のように記してい

る。「当時は、一方的に自説をまくしたてる演

説、節操のない野次の応酬、そして暴力沙汰が

絶えない議会（とそうした悪習を模倣した擬国

会）での討論にならない討論が問題視され、

『デベーツマン・シップの徳義を重んじ

た』・・・新しい議論形式が必要だとの認識が

高まっていた」（同59頁）、「大正初期から中期

にかけて擬国会は『弁論活動の花』・・・で

あったが、植原悦二郎は擬国会を『今の日本の

帝国議会の一番悪い所を学ぶのみで、学生の修

養にならない』・・・ものとして断罪してい

る。同様に、前田多門・・・も、帝国議会で繰

り広げられる『泥試合的狂演』を『いつの間に

かさういふのが討論の常だと考へ、知らず知ら

ずのうちにこれに興味を感ずる』ようになった

結果、『自然青年の間にも模倣されて、活気の

ある討論会といふのは、何か弥次を飛ばし合う

て一騒ぎ起こさねば物にならぬやうに考へ込ま

れて仕舞つたやうである』と嘆いている」（同

60頁）（いずれも引用文献・引用頁を略した）。

本稿が推奨している模擬国会は、先にも述べ

たように（脚注（17）等を参照）、国会の「模

倣」ではなく、「模範」となるべき国会質疑の

ロールプレイである。

102 その意味において、大村・前掲注（89）で紹

介されたフランスでの子ども議会が議決した事

柄を実際の法律として実現させた実例とは、や

や性質を異にする。

103 法教育との関連で、現職教員としての立場か
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らこの重要性を指摘するものとして、吉田俊宏

「法教育の現状と課題を探る 教育現場から

の報告」法の科学40号（2009年）155- 156頁、

矢吹香月「法教育実践における専門家と教師の

連携の在り方 岡山における法教育実践例か

ら考える」法と教育2号（2012年）57頁、法律

実務家の立場からこの重要性を指摘するものと

して、関東弁護士会連合会・前掲注（50）98-
107頁等を参照。

104 北川・「公教育と法教育」前掲注（64）46- 47頁。

105 体験学習の一般的な課題として、西野真由美

「体験学習」江川成ほか編『最新教育キー

ワード〔第13版〕』（時事通信出版局、2009年）

125頁は、①必要な時数をどう確保するか、②

NPOや大学、企業などプログラムを提供する外

部機関に丸投げでは教師の教材開発がおろそか

になるおそれ、③体験後の振り返り学習が十分

になされていない、④子どもの体験学習を支え

る地域ネットワークの構築を挙げている。

106 芦部信喜『憲法叢説１ 憲法と憲法学』（信山

社、1994年）273- 274頁（初出は「緑会雑誌」

復刊11号（1981年））。

107 同上275頁。

108 現在の大学改革は、「質疑応答のない講義」を

受け、試験に「自分の意見は書くな」とされた

（水木楊『東大法学部』（新潮社、2005年）

146- 150頁）環境で大学時代を育った世代が社

会的地位を得るに至り、当時のわが身を省みな

がら進められている点は否めない。だが、当時

に比べ圧倒的に大学進学率が上昇し、相対的な

学力低下・格差拡大が進む大学の大衆化状況に

おいて、「受動性」の意味を厳密に考察しなけ

れば処方箋を誤る危険性がある。単なるサービ

ス改善と教育の質の向上とは次元を分けて考え

る必要があろう。

109 例えば、出席状況が良いことは同じとして

も、「講義のあいだ、学生の大多数は、ただ

座って私をながめているだけで、ノートをとる

ことすらなかった」（ピーター・サックス（後

藤将之訳）『恐るべきお子さま大学生たち

崩壊するアメリカの大学』（草思社、2000年）

53頁）という状況は、同じ「受け身」でも問題

の本質が異なるように思える。

110 日本国憲法は99条において、天皇、摂政、国

務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員に対

して憲法尊重擁護義務を課しているが、この中

には国民が含まれていない。これは、「憲法全

般の尊重擁護に関する99条において国民を含め

なかったことにはそれなりの理由があると解す

べきである・・・つまり、・・・憲法に対する

忠誠の要求の名の下に国民の自由が侵害されて

いることを恐れた結果であると解される」。佐

藤幸治・前掲注（9）47頁。このように、憲法

尊重擁護義務の名宛人に国民が含まれていない

ことには、憲法が国家権力を拘束するための規

範であって、国民を拘束するための規範ではな

い、という理解が憲法学では一般的な理解であ

る。この点について、教科書レベルでの記述を

紹介しておくと、渋谷秀樹・赤坂正浩『憲法2

統治〔第5版〕』（有斐閣、2013年）343頁〔渋谷

執筆〕は、「国民に対する直接的な法的義務を

憲法の中に規定することには、立憲的意味の憲

法の精髄に正面から矛盾することになろう」と

する。また高橋和之『立憲主義と日本国憲法

〔第3版〕』（有斐閣、2013年）123頁は、「立憲

主義の論理からして、憲法の名あて人は国家で

あり、憲法を尊重し擁護する義務を負うのは、

当然、公務員（国家権力の担い手）でなければ

ならない。憲法99条は、この道理を正確に表現

したのであり、決して国民を書き込むことを

うっかり忘れたわけではない」とする。さらに

野中俊彦ほか編『憲法Ⅱ〔第5版〕』（有斐閣、

2012年）400頁は、「国民の負うのは、権力担当

者が憲法を守るよう監視する義務である。この

ように、日本国憲法99条が国民を除いたのはそ

れなりの理由がある」としている。

111 筆者らの取組みとして、大林啓吾・岡田順

太・岩切大地・横大道聡「法学教育における模

擬裁判の実践 漫画規制を通して憲法問題を

考える」帝京大学情報処理センター年報14号

（2012年）65頁を参照。

112 もちろん人権意識の向上を目指して、法的視

点から問題発見を促す教育は重要な意義を有す

る。例えば、校則で個人の服装の自由を認めな

いことの合理性や必要性を考えるにあたって、

憲法上の「自己決定権」について考えるといっ



横大道・岡田・岩切・大林・手塚：模擬国会の教育的意義

－25－

た取組みは評価できる（教師と弁護士でつくる

法教育研究会編著『教室から学ぶ法教育』（現

代人文社、2010年）81- 96頁）。しかし、これを

模擬裁判で行えば、裁判所が未成年者の自己決

定権に対してシビアな態度を取っている状況

熊本丸刈り訴訟（熊本地判昭和60年11月13日

判時1174号48頁）がその代表である。また、私

人間の問題ではあるが、私立修徳高校パーマ事

件地裁判決（最判平成8年7月18日判時1599号53

頁）、私立東京学館高校バイク事件判決（最判

平成3年9月3日判時1401号56頁）も参照 か

らして、結果は明らかである。逆に、判例に拘

束されない裁判をするとなると、リアリティの

ない活劇になってしまうか、運動論に堕してし

まい、法教育に結びつかない懸念がある。

113 法科大学院においては、民事訴訟法や刑事訴

訟法の学習をひととおり済ませてから憲法を履

修させた方が良いとの考え方もある。米倉・前

掲注（99）204頁。

114 ただし、裁判員制度においても、裁判員は各

市町村の選挙人名簿をもとに選出されることか

ら、何らかの地域的特性が反映される可能性も

ある。ただし、裁判で求められるのは公平性で

あり、必ずしも地域の独自性を出すことが要求

されるわけではないので、その意味では模擬国

会の方が地域性と密接につながることになる。

裁判員制度の地域性については、溜箭将之「裁

判員制度と司法権」大沢秀介・大林啓吾・葛西

まゆこ編『憲法.com』（成文堂、2010年）283

頁以下参照。

115 憲法固有の問題ではないが、法には全国どこ

でも通用する普遍性と汎用性のある理論が求め

られる。しかし、実際に起こる事件は非常に地

域性に富んだ特殊事情を持っていることが少な

くない。こうした問題は裁判所の法廷よりも、

議会で議論をした方がより有意義であろう。な

お、地域性に着目した憲法学の研究書として、

筆者の一人が編者となっている新井誠・小谷順

子・横大道聡編『地域に学ぶ憲法演習』（日本

評論社、2011年）がある。同書が初等・中等教

育に対して有する意義につき、参照、横大道聡

「地域に学ぶ憲法・人権教育 実りある教育

のために」http://www.jicl.jp/mirukenpo/kenpou_

kyouiku/backnumber/120116.html
116 ねじれ国会のもとで見られた憲法問題の諸相

につき、高見勝利『政治の混迷と憲法 政権

交代を読む』（岩波書店、2012年）63- 98頁を参

照。

117 小堀眞裕『国会改造論 憲法・選挙制度・

ねじれ』（文春新書、2013年）217- 219頁。

118 例えば、C・シュミット（稲葉素之訳）『現代

議会主義の精神史的地位（新装版）』（みすず書

房、2013年）102頁。シュミットの議論は原理

論であるが、それが故に「議会制度が実際にど

ういう人々によってどのように運営されてきた

か、又されることが望ましいかとかいった制度

の具体的な機能面については殆ど何も書かれて

いない」（同書・編集部による「あとがきに代

えて」120頁）との指摘は重要である。模擬国

会は、そうした事柄を具体的に考察する一つの

道具となり得る。

119 宮沢俊義『憲法の思想』（岩波書店、1967年）

273- 286頁（初出は「中央公論」49巻2号（1934

年））は、独裁制〔＝政〕理論が「民主制の扮

装」であると指摘し、本来的に議会制・民主制

の否定によって独裁制が成り立つことを示して

いる。この点、高見勝利『宮沢俊義の憲法学史

的研究』（有斐閣、2000年）94- 110頁参照。

120 模擬国会において「言語活動の充実」が欠か

せないという点で、生活綴方教育の意義に注目

している。方法論はかなり異なるが、その底流

にある理念には参考にすべき点が多いように思

われる。佐藤隆「子どもの『問い』と響き合う

生活綴方の精神を総合学習の思想に」鬼沢

真之・佐藤隆編『学力を変える総合学習』（明

石書店、2006年）305- 329頁。
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国
会
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ど
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る

。
す

な
わ

ち
、
国

会
に

つ
い
て

は
、
主

権
者

で
あ

る
国

民
の
代

表
者

に
よ
っ

て
構
成

さ
れ
る

国
権
の

最
高

機
関

で
あ

り
、
国
の

唯
一
の

立
法
機
関

で
あ

る
こ

と
を
理

解
さ

せ
る
と

と
も
に

、
内
閣

に
つ
い

て
は

、
国
会

が
国
権

の
最
高

機
関
で

あ
る
こ

と
と
関

連
さ
せ

て
、

我
が

国
が
議

院
内
閣

制
を
採

用
し
て

い
る

こ
と

、
衆
議

院
の
総

選
挙
が

行
わ
れ
れ

ば
必

ず
内

閣
は
総

辞
職

し
、
民
意

を
反
映

し
た
新

し
い
内
閣

が
で

き
る

仕
組
み

を
取
っ

て
い
る

こ
と

に
つ

い
て

理
解
さ

せ
る

こ
と
を

意
味
し

て
い
る

」（
13

5
頁

）
 

「
「

多
数

決
の

原
理

と
そ

の
運
用

の
在
り

方
に

つ
い

て
理
解

を
深

め
さ

せ
る

」
に

つ
い

て
は
、

ま
ず

多
数

決
が
民

主
的
な

議
決
方

法
と
し

て
、
国

会
に

お
け

る
審
議

の
際
に

国
家
の
意

思
決

定
の

方
法
と

し
て

用
い
ら

れ
て
い

る
ほ
か

、
国

政
を
は

じ
め

と
す

る
多
く

の
場
に

お
い
て

用
い

ら
れ

る
こ

と
に
着

目
さ

せ
て
、
そ
の

理
由
に

つ
い
て

十
分
に

考
え

さ
せ

て
理
解

さ
せ
る

こ
と
を

意
味

し
て

い
る

。
そ

の

表
１
：
新
学
習
指
導
要
領

（
社
会
科
・
公
民
科
）
に
お

け
る
「
国
会
」
の
箇
所
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際
、

内
容

の
(1

)の
イ

の
「

社
会

生
活

に
お

け
る

物
事

の
決

定
の

仕
方

」
に

つ
い

て
の

学
習

と
関

連

さ
せ

な
が
ら

、
多

数
決

の
原
理

が
国
民
の

た
め

の
政

治
に
結

び
付
く

に
は
十

分
な

説
得

と
討

論
が
前

提
と

さ
れ

る
こ

と
、

そ
の

た
め

に
は

言
論

の
自

由
が

保
障

さ
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

に
つ

い

て
、
十

分
に
理

解
さ
せ

る
こ
と

、
さ

ら
に

、
多

数
決

が
公
正

に
運
用

さ
れ
る

た
め

に
は

、
反

対
意
見

や
少

数
意
見

が
十
分

に
尊
重

さ
れ
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る
こ

と
や

、
多

数
決
で
も

決
め

て
は

な
ら
な

い
こ

と
が
あ

る
こ
と

に
つ
い

て
も
理

解
さ

せ
る

こ
と

が
大
切

で
あ
る

。」
（

13
5-

13
6
頁

）
 

「
第

2
章

 
各
学

科
に
共

通

す
る

各
教
科
」

 

「
第

3
節

 
公
民

」
 

「
第
２

款
 

各
科
目
」

 

「
第
１

 
現

代
社
会
」

 

「
２

 
内
容

（
２
）

イ
」

 

現
代

社
会

に
つ

い
て

、
倫

理
、

社
会
、
文

化
、
政

治
、

法
、

経
済
、

国
際
社

会
な

ど
多

様
な

角
度

か
ら

理
解

さ
せ

る
と

と
も
に

、
自
己

と
の

か
か

わ
り
に

着
目
し

て
、
現

代
社

会
に

生
き

る
人
間

と
し

て
の

在
り
方

生
き
方
に

つ
い

て
考

察
さ

せ
る
。

 

イ
 

現
代

の
民
主

政
治
と

政
治

参
加

の
意

義
 

基
本

的
人
権

の
保
障

、
国
民

主
権
、
平
和

主
義

と
我

が
国
の

安
全
に

つ
い
て

理
解

を
深

め

さ
せ

、
天
皇

の
地
位

と
役
割

、
議
会

制
民

主
主

義
と

権
力
分

立
な
ど

日
本
国

憲
法

に
定

め
る

政
治

の
在

り
方
に

つ
い
て

国
民

生
活

と
の

か
か
わ

り
か
ら

認
識

を
深

め
さ

せ
る
と

と
も
に

、

民
主

政
治

に
お

け
る

個
人

と
国
家

に
つ

い
て

考
察

さ
せ

、
政

治
参
加

の
重
要

性
と

民
主

社
会

に
お

い
て

自
ら
生

き
る

倫
理

に
つ

い
て
自

覚
を

深
め

さ
せ
る

。
 

「
「

国
民

主
権

」
に

つ
い

て
は
、

国
民
主

権
が

民
主

政
治

の
根

幹
で

あ
り

、
日
本

国
憲

法
の

基
本

的

原
則

に
な
っ

て
い
る

こ
と

、
我

が
国
に
お

い
て

は
基

本
的
に

国
会
を

中
心
と

し
つ

つ
様

々
な

政
治
参

加
の

方
法

を
通

じ
て

国
民

主
権

が
実

現
さ

れ
る

仕
組

み
に

な
っ

て
い

る
こ

と
に

つ
い

て
理

解
を

深

め
さ

せ
、
主

権
者
と

し
て
の

自
覚
を

培
う

よ
う

に
す

る
こ
と

が
大
切

で
あ
る

」（
12

頁
）

 

「
「

議
会

制
民

主
主

義
と

権
力
分

立
」
に

つ
い

て
は

、
我

が
国

が
国

会
を

中
心
と

す
る

民
主

政
治

の

仕
組

み
を
と

っ
て
い

る
こ
と

、
議
会

制
民

主
主

義
の

意
義
、
多
数

決
の
原

理
と
そ

の
運
用

の
在
り

方
、

国
会

と
内
閣
の

関
係

に
つ
い

て
理
解

さ
せ

る
と

と
も

に
、
民
主

政
治
に

お
け
る
権

力
分

立
の

意
義
な

ど
に

つ
い

て
、

法
の

支
配

や
基

本
的

人
権

の
保
障

と
関

連
付

け
て

、
理

解
を

深
め

さ
せ

る
。
」
（

12

頁
）
。

 

高
等

 

学
校

 

「
第

2
章

 
各
学

科
に
共

通

す
る

各
教
科
」「

第
3
節
 

公

民
」「

第
２
款

 
各
科

目
」「

第

３
 

政
治
・
経

済
」「

２
 

内

容
（

１
）
ア

」
 

現
代

の
政

治
現
代

の
日
本

の
政
治

及
び
国

際
政
治

の
動
向

に
つ

い
て

関
心

を
高
め

、
基

本
的

人
権

と
議

会
制
民

主
主
義

を
尊
重

し
擁
護

す
る

こ
と
の

意
義

を
理

解
さ
せ

る
と
と

も
に
、
民

主
政

治
の

本
質

に
つ

い
て

把
握

さ
せ

、
政

治
に

つ
い

て
の
基

本
的
な

見
方
や

考
え

方
を

身
に

付
け
さ

せ
る
。

 

ア
 

民
主

政
治
の

基
本

原
理

と
日

本
国
憲

法
 

日
本

国
憲
法

に
お

け
る

基
本

的
人
権

の
尊
重

、
国

民
主

権
、
天

皇
の
地

位
と
役
割

、
国

会
、

内
閣

、
裁

判
所
な

ど
の
政

治
機
構
を

概
観

さ
せ

る
と

と
も
に

、
政

治
と
法

の
意
義

と
機
能

、

基
本

的
人

権
の
保

障
と
法

の
支
配

、
権
利

と
義

務
の

関
係

、
議

会
制
民

主
主
義
、
地

方
自

治

な
ど

に
つ

い
て
理

解
さ
せ

、
民
主

政
治
の

本
質

や
現
代

政
治

の
特

質
に
つ

い
て
把

握
さ
せ

、

政
党

政
治

や
選
挙

な
ど

に
着
目

し
て

、
望

ま
し

い
政

治
の
在

り
方
及

び
主
権

者
と

し
て

の
政

治
参

加
の

在
り
方

に
つ

い
て
考

察
さ

せ
る

。
 

「
日

本
国
憲

法
に
お

け
る
基

本
的
人

権
の

尊
重
、
国

民
主

権
、
天
皇

の
地
位

と
役

割
、
国

会
、
内

閣
、

裁
判

所
な
ど

の
政
治

機
構
を

概
観
さ

せ
る

と
と

も
に

」
に
つ

い
て
は

、
日

本
国
憲

法
が
、
基

本
的
人

権
の

尊
重

、
国

民
主
権

を
基
本

原
則
と
す

る
点

で
国

民
国
家

の
枠
を

超
え
た

普
遍

性
を

も
っ

て
い
る

こ
と

に
気
付

か
せ

、
民

主
政
治

の
諸
原
理

や
そ

れ
ら

に
基
づ

く
政
治

制
度
と

関
連

さ
せ

て
理

解
さ
せ

る
こ

と
が
大

切
で
あ

る
。
天

皇
の
地

位
と

役
割

に
つ

い
て
は

、
国
民

主
権
と

関
連

さ
せ

な
が

ら
、
天

皇
が

日
本
国

及
び
日

本
国
民

統
合
の

象
徴

で
あ

る
こ

と
、
日

本
国

憲
法
の

規
定
に

基
づ

き
、
内
閣

の

助
言

と
承
認

に
よ
り

国
事
に

関
す
る

行
為

を
行

っ
て

い
る
こ

と
を
理

解
さ
せ

る
。
国

会
、
内

閣
、
裁

判
所

な
ど
の
政

治
機

構
に
つ

い
て
は

、
中

学
校

社
会

科
公
民

的
分
野

の
学
習

の
基

礎
の

上
に

立
っ
て

概
観

さ
せ
る
。」

（
44

頁
）

 

※
下
線
は
引
用
者
が
付
し
た
。
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 学

校
種

 
学

習
指

導
要

領
の
該

当
箇
所

 
学

習
指

導
要

領
の
記

述
内
容

 
対

応
す

る
学

習
指
導

要
領
解

説
の
記

述
内

容
 

小
学

校
 

「
第

2
章

 
各
教

科
」

 

「
第

2
節

 
社
会

」
 

「
第

3 
指

導
計

画
の

作
成

と
内

容
の
取

扱
い
１

（
１
）
」

 

指
導

計
画

の
作
成

に
当
た

っ
て
は

、
次
の

事
項

に
配

慮
す
る

も
の
と

す
る
。

 

 （
1）

 
各
学

校
に
お

い
て
は

、
地

域
の

実
態

を
生

か
し

、
児
童

が
興
味
・

関
心

を
も

っ
て

学
習

に
取

り
組
め

る
よ
う

に
す
る

と
と
も

に
、
観
察

や
調
査
・

見
学

な
ど
の

体
験

的
な

活
動

や
そ

れ
に

基
づ
く

表
現

活
動
の

一
層

の
充

実
を
図

る
こ

と
。

 

 

「
「

観
察

や
調

査
・

見
学

な
ど
の

体
験
的

な
活

動
や

そ
れ

に
基

づ
く

表
現

活
動
の

一
層

の
充

実
」

に

つ
い

て
は
、
観
察

や
調
査
・
見

学
な
ど
の

体
験

的
な

活
動
や

そ
れ
に
基

づ
く

表
現

活
動

を
指

導
計
画

に
適

切
に
位

置
付
け

て
効
果

的
に
指

導
す

る
こ

と
に

よ
り

、
体

験
的
な

活
動
や
表

現
活

動
の

一
層
の

充
実

を
図
る

こ
と
を
求

め
て

い
る
。

 

体
験

的
な
活

動
を
指

導
計
画

に
適
切

に
位

置
付
け
て

効
果
的

に
指
導

す
る
た

め
に

は
、
ま

ず
、
社

会
科

と
し
て

の
体
験

的
な
活

動
の
ね

ら
い

を
明

確
に

す
る
こ

と
が
必

要
で
あ

る
。
そ

の
上

で
事

前
・

事
後

や
現
地

に
お
け

る
指
導

の
充
実

を
図

り
、
児

童
が

実
物
や

本
物
を

直
接
見
た

り
触

れ
た

り
す
る

こ
と

を
通
し

て
社
会

的
事
象

を
適
切

に
把

握
し
、
具

体
的

、
実

感
的
に

と
ら
え
る

こ
と

が
で

き
る
よ

う
に

す
る
こ

と
が
大

切
で
あ

る
。
ま

た
、
体

験
的

な
活

動
に

基
づ
く

表
現
活

動
に

つ
い

て
は

、
観
察

や
調

査
・
見

学
、
体
験

な
ど
に

よ
っ
て
分

か
っ

た
こ

と
や
考

え
た
こ

と
な
ど

を
適

切
に

表
現

す
る
活

動
を

指
導
計

画
に
効

果
的
に

位
置
付

け
、
調

べ
た

こ
と

や
考
え

た
こ
と

を
表
現
す

る
力

を
育

て
る
よ

う
に

す
る

必
要

が
あ

る
。

そ
の

際
、
言

語
活

動
の

充
実

を
図

る
観

点
か

ら
、

各
学

年
の

目
標

の
(3

)

に
お

い
て

、
こ
れ

ま
で

の
「

調
べ

た
こ
と

」
に

「
考

え
た

こ
と

」
を

加
え
、
「
考

え
た

こ
と

を
表

現

す
る

力
」
を

育
て
る

こ
と
を

一
層
重

視
し

て
い

る
こ

と
に
留

意
す
る

必
要
が

あ
る

。」
（

11
9
頁

）
 

中
学

校
 

「
第

2
章

 
各
教

科
」

 

「
第

2
節

 
社
会

」
 

「
第

3 
指

導
計

画
の

作
成

と
内

容
の
取

扱
い
２

」
 

指
導

の
全
般

に
わ

た
っ

て
、
資

料
を

選
択

し
活

用
す

る
学
習

活
動
を

重
視
す

る
と

と
も

に

作
業

的
、

体
験

的
な
学

習
の
充

実
を
図
る

よ
う

に
す

る
。
そ
の

際
、
地
図

や
年
表

を
読

み
か

つ
作
成

す
る

こ
と

、
新

聞
、
読
み

物
、
統

計
そ

の
他

の
資
料

に
平
素

か
ら
親

し
み

適
切

に
活

用
す
る

こ
と

、
観
察

や
調
査

な
ど
の

過
程

と
結

果
を

整
理
し

報
告
書

に
ま
と

め
、
発

表
す
る

こ
と

な
ど

の
活
動

を
取
り

入
れ
る

よ
う
に

す
る
。

ま
た

、
資

料
の

収
集

、
処

理
や

発
表

な
ど

に
当

た
っ

て
は
、

コ
ン

ピ
ュ
ー

タ
や

情
報

通
信
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
な

ど
を
積

極
的
に

活
用

し
、

指
導

に
生

か
す

こ
と
で

、
生

徒
が
興

味
・

関
心

を
も

っ
て
学

習
に
取

り
組
め

る
よ

う
に

す
る

と
と

も
に

、
生

徒
が

主
体
的

に
情
報

手
段

を
活

用
で

き
る
よ

う
配
慮

す
る
も

の
と

す
る

。
そ

の
際

、
情

報
モ
ラ

ル
の
指

導
に
も
配

慮
す

る
も

の
と

す
る
。

 

「
な

お
、

今
回
の

改
訂

に
お

い
て

も
、
「

作
業

的
、

体
験

的
な

学
習

」
に

つ
い
て

は
こ

れ
を
重

視
し

て
い

る
。
こ

れ
は
、
自
ら

の
直
接

的
な
活

動
を

通
し

て
社
会

的
事
象

を
と
ら

え
、
認

識
を

深
め

て
い

く
こ

と
を

期
待
し

て
い

る
か

ら
で

あ
る
。

ま
た

、
言

語
活

動
の

充
実

を
図

る
観
点

か
ら

、
「

観
察

や

調
査

」
に
つ

い
て
そ

の
「

過
程

と
結
果
を

整
理

し
報

告
書
に

ま
と
め

、
発
表

す
る

」
と

し
、
表

現
力

の
育

成
を
引

き
続
き

重
視
し

て
い
る

。
そ

れ
は
、
過

程
を

含
め
て

結
果
を

整
理
し

報
告

書
に

ま
と
め

た
り

発
表
し

た
り
す

る
活
動

は
、
諸

資
料

の
収

集
、
選

択
、
処
理

に
関
す

る
技
能

を
高

め
る

ば
か
り

で
な

く
、
豊

か
な
表

現
力
を

育
成
す

る
上

で
も

重
要

だ
か
ら

で
あ
る

。
そ
れ

だ
け

に
、
今

回
の

改
訂

の
趣

旨
を
踏

ま
え
て

よ
り
一

層
授
業

改
善
に

努
め
る

こ
と
が

望
ま
れ

る
。
」
（

15
5
頁

）
 

 

表
２

：
新
学
習
指
導
要
領
（
社
会

科
・
公
民
科
）
に
お
け
る
「

体
験
的
な
活
動
」
の
強
調
部

分
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高
等

 

学
校

 

「
第

2
章

 
各
学

科
に
共

通

す
る
各

教
科

」
 

「
第

3
節

 
公
民

」
 

「
第

3
款

 
各
科

目
に
わ

た

る
内

容
の
取

扱
い

1（
1）

」
 

 

１
 各

科
目

の
指

導
に
当

た
っ
て

は
、
次
の

事
項
に

配
慮
す

る
も
の

と
す
る

。
 

(1
) 
情

報
を

主
体

的
に

活
用

す
る

学
習

活
動

を
重

視
す

る
と

と
も
に

、
作

業
的

、
体

験
的

な

学
習

を
取

り
入
れ

る
よ
う
配

慮
す
る

こ
と

。
そ
の

た
め
、

各
種

の
統
計
、

年
鑑
、

白
書
、

新

聞
、
読

み
物

、
地
図

そ
の
他

の
資
料

を
収

集
、
選

択
し

、
そ

れ
ら
を

読
み
取

り
解

釈
す

る
こ

と
、
観

察
、
見
学

及
び
調

査
・
研
究

し
た

こ
と

を
発

表
し
た

り
報
告

書
に
ま

と
め

た
り

す
る

こ
と

な
ど

様
々
な

学
習

活
動
を

取
り

入
れ

る
こ

と
。

 

「
(1

)に
お

い
て

は
、

社
会

の
あ

ら
ゆ

る
場

面
で

情
報

化
が

進
展

す
る

中
で

、
様

々
な

メ
デ

ィ
ア

を

通
し

て
大
量

の
情
報

の
中
か

ら
必
要

な
情

報
を

適
切

に
収
集

、
選
択

、
処

理
し
、
ま

た
そ

の
結

果
を

他
者

に
分
か

り
や
す

く
表
現

す
る
能

力
を

育
成

す
る

こ
と
は

今
後
一

層
重
要

に
な

っ
て

き
て

い
る

。

情
報

活
用
能

力
は

、
生

徒
が
主

体
的
に
課

題
を

探
究

す
る
学

習
な
ど

に
お
い

て
よ

り
効

果
的

に
培
う

こ
と

が
で
き

る
。
公

民
科

の
各
科

目
に
お

い
て

も
、
課
題

を
設
け

探
究
す

る
学
習

を
積

極
的

に
取
り

入
れ

る
こ
と

を
求
め

て
お
り

、
そ

の
際
、
自

ら
考

え
公
正

に
判
断

す
る
力

を
育
成

す
る

と
い

う
観
点

か
ら
、
各
種

資
料
の

利
用

、
観

察
、
見
学

、
調

査
等

の
作

業
的
、
体
験

的
な
学
習

を
導

入
す

る
よ

う

配
慮

す
る
こ

と
が
求

め
ら
れ

る
。
…
…

さ
ら

に
、
観

察
、
見

学
及

び
調
査
・
研
究

し
た

こ
と

を
発
表

し
た

り
報
告

書
に
ま

と
め
さ

せ
た
り

す
る

な
ど

し
て

、
情

報
を

活
用
し

た
成
果
を

表
現

す
る

こ
と
に

よ
り

、
生
徒

の
学
習

に
対
す

る
興
味

・
関

心
を

さ
ら

に
高
め

る
こ
と

が
必
要

で
あ

る
。」
（

59
頁

）

※
下
線
は
引
用
者
が
付
し
た
。




